
令和３年度 財務定期監査（監査対象：企画調整局） 

指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

〇指 摘 事 項 

(1) 支出に関する事務 

ア 適正に予算措置したのち執行するべきもの 

総計予算主義の原則として、地方自治法第 210

条は、「一会計年度における一切の収入および支

出は、すべてこれを歳入歳出予算に編入しなけ

ればならない。」と定めている。一方で、同法第

218 条は、「予算の調製後に生じた事由に基づい

て、既定の予算に追加その他の変更を加える必

要が生じたときは、補正予算を調製し、これを議

会に提出することができる。」と定めている。ま

た、同法第 217 条は、「予算外の支出又は予算超

過の支出に充てるため、歳入歳出予算に予備費

を計上しなければならない。」とも定めている。

つまり、すべての収入支出を予算に計上しなけ

ればならないのが原則ではあるが、後に生じた

理由によって補正予算を調製することも認めら

れ、予備費の充用についてもあらかじめ想定さ

れている。 

(ア)適正に予算措置したのち執行するべきもの 

公の施設のキャッシュレス決済の推進に速や

かに取り組むため、契約期間を令和 3 年 3 月 31

日までとする公の施設のキャッシュレス決済の

導入業務に係る委託契約を令和 3 年 2 月 9 日に

締結したが、予算は議会会期中の令和 3 年 3 月

18 日の 14,861,000 円の予備費充用により措置

していた。        （デジタル戦略部） 

財務会計の手引き（改訂第 12版）では、予備

費の充用はあくまで例外として取り扱われるべ

きであり、議会の審議権を無視した結果を生ず

るような運用をしてはならない。したがって、軽

微なものを除き議会の開会中に予備費を充用す

ることは適当ではない旨の考え方を示してい

る。 

本件においては、適正に予算を措置したのち

に契約を締結するべきであり、原則として予備

費を充用せずに補正予算を調製するよう留意す

るべきである。 

本来であれば、令和３年１月に実施

した公募型プロポーザルの公表前に予

備費を充用すべきであり、今回事務処

理を行った職員のみならず所属の職員

全員に今回の指摘事項及び正しい事務

手続きを周知し、同様の事例が生じな

いよう再発防止に努める。 

また、当初予算の調製後に予算の追

加また変更を加える必要が今後生じた

際には、行財政局と協議の上、原則とし

て補正予算を調製していく。 

措置済 
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また、議会スケジュールを十分に勘案した計

画性のある事務処理を行うべきである。 

(イ)支出担当課が適正に予算措置して執行するべ

きもの 

デジタル戦略部が福祉局国保年金医療課と共

同で取り組んでいた国民健康保険脱退オンライ

ン申請の広報費用として国保年金医療課が執行

した支出の一部 67,044 円について、同課での

支出が困難との理由で、デジタル戦略部が支出

担当課となるよう令和 3年 3月 10 日に振替を

していた。確認したところ、同オンライン申請

の構築はデジタル戦略部で予算（最新ＩＣＴ導

入・試行経費）措置したが、迅速に対応する必

要があったため、国民健康保険脱退申請の業務

所管である国保年金医療課がやむなく執行した

とのことである。 

振替とは、現金の出納を伴わずに市の内部に

おいて帳簿上の整理を行う手続であり、振替整

理できる事項は神戸市会計規則第 60 条で定め

ているが、この規定に該当しておらず、また、

「所管会計管理者等において振替による収支を

不適当と認める場合においては、この限りでは

ない」と規定しているとおり、どんな振替であ

っても無条件に認められるわけではない。 

 （デジタル戦略部） 

振替によって担当課を変更するのではなく、

適切なスケジュール管理を行うことにより費用

負担を行う所属で発注するべきである。 

デジタル戦略部では、各部署と連携

して業務改善、市民サービスの向上に

向けた取り組みを進めているところで

あり、同様の事案が発生する可能性が

ある。すでに協働して進める事業につ

いては、事業開始当初にスケジュール

の作成や役割分担等を明確化している

ところであり、当初想定されていなか

った事態が発生した場合にも、適宜、関

係課で協議を行い、計画を修正し柔軟

に対応するよう努めている。また、あわ

せて発注課と支出担当課が異なること

がないよう、改めて所属職員に周知し

た。 

措置済 

イ 補助金額の確定を適正に行うべきもの

補助金交付事務において、神戸市補助金等の

交付に関する規則に規定された補助金額の確定

をしていない、あるいは、確定を適正にしていな

い事例があった。

(ア) 補助金額の確定を行うべきもの

神戸市地域集会所新築等補助金について、自

治組織から申請を受けて補助金を交付し、実績

報告書も提出されたが、精算を要しない補助金

①神戸市地域集会所新築等補助金につ

いて 

「神戸市地域集会所新築等補助金交付

要綱」に、交付額の確定についての項目

措置済 
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であるとして、補助金額の確定をしていなかっ

た。             （つなぐラボ） 

神戸市オフィス賃料等補助金、外国・外資系オ

フィス賃料補助金（継続分）について、企業から

申請を受けて補助金を交付し、実績報告書も提

出されたが、精算を要しない補助金であるとし

て、補助金額の確定をしていなかった。  

（企業立地課） 
神戸市ＩＴカリスマによる事業所開設促進事

業補助金、神戸市スタートアップ向け県市協調

ファンド事業補助金について、申請を受けて概

算払で交付し、実績報告書が提出されたが、精算

が必要なものはなかったため、補助金額の確定

をしていなかった。          （新産業課） 
神戸市補助金等の交付に関する規則第15条第

1 項は「市長等は、補助事業者等に、補助事業等

が完了したとき（補助事業等の廃止の承認を受

けたときを含む。） は、速やかに、補助事業等の

成果を記載した実績報告書に次に掲げる書類を

添えて、報告させなければならない。」と規定し

ている。また、同規則第 16 条第 1 項は「市長等

は、前条第 1 項の規定による報告を受けた場合

（同条第 3 項第 2 号に該当する補助金等にあっ

ては、補助事業等の実績を確認した場合。以下同

じ。）においては、報告書等の書類の審査、必要

に応じて行う現地調査等により、補助事業等の

成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれに

付した条件に適合するか否かを調査し、適合す

ると認めるときは、補助金等の交付額を確定し、

当該補助事業者等に通知するものとする。」と規

定している。

一方、神戸市補助金等の交付に関する規則の

手引き（令和 3 年 2 月改定）において、実績報

告書は、「補助事業等の成果が補助金等の交付の

決定の内容及び条件に適合するものであるかど

うかを審査し、補助金等交付の終了、是正措置の

いずれをとるべきかを判断するために提出させ

るもの」であり、補助金等の額の確定とは、「最

がなかったため、第 16 条に当該項目を

追加した（令和４年３月１日施行）。 

（参画推進課） 

②神戸市オフィス賃料等補助金、外国・

外資系オフィス賃料補助金（継続分）に

ついて 

・令和３年度の決裁については文言を

修正済み。 

・補助金交付事務の、ワークフローを作

成し、令和４年５月に研修を実施し

た。

・今後も「要綱」および「神戸市補助金

等の交付に関する規則」に即した手続

きを行っていく。 （企業立地課） 

③神戸市ＩＴカリスマによる事業所開

設促進事業補助金、神戸市スタートア

ップ向け県市協調ファンド事業補助金

について 

・補助金交付事務の、ワークフローを作

成し令和４年５月に研修を実施した。 
・今後も「要綱」および「神戸市補助金

等の交付に関する規則」に即した手続

きを行っていく。    （新産業課） 

措置済 

措置済 
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終的に交付すべき補助金等の金額に変更を加え

るべきかどうか判断し、これを確定する清算手

続きを意味」するとしている。さらに、同規則第

16 条第 2 項に「市長等は、確定した補助金等の

交付額が、補助金等の交付の決定における交付

予定額と同額である場合は、前項の規定による

通知を省略することができる。」との規定がある

が、「額確定の通知を省略する場合でも、省略で

きるのは「通知をすること」のみであり、補助金

額を確定したことの意思決定（決議）は必要で

す。」という解釈を示している。 

実績報告を受けたのち速やかに、補助金額の

確定を行うべきである。

(イ) 助成金額の確定を適正に行うべきもの 

政策調査課では、令和 2 年度において神戸市

「協働と参画」推進助成に関する要綱に基づき、

新型コロナウイルス感染症の集団感染防止に伴

って学校等が臨時休業となる中、既存のこども

食堂実施団体等による子ども向け支援活動助成

（延長期間分）施行細目（「施行細目」という。）

を制定して対象となった団体に助成金を交付し

た。 

募集案内には、施行細目で定める内容に基づ

き、助成額について、① 助成対象経費として、

ボランティア等謝金、スタッフの交通費、参加す

る子どもの昼食に係る費用（スタッフ・同伴者の

食費は除く）、② 助成額の上限を超えた金額に

ついては団体の負担とすること、などと記載し

ていたが、この交付金について提出された活動

報告書に基づいて確定した助成額において、ボ

ランティアの交通費が重複して計上されたまま

助成額を確定していたと考えられる事例があっ

た。 

（事例）実施団体Ａ 5 月 30 日分 活動報告書№

１～10 

交通費の重複計上については、請求

者の経費精算書の記載に疑義があり、

実績報告に対する審査の段階で十分確

認をするべきであったところを、チェ

ック体制が不十分であったことから生

じた。 

当該助成金の交付対象となった全 15

団体について、あらためて提出書類の

点検を行った。そこで判明した過払い

が疑われる３団体へ事実確認をしてい

るところである。返還させるべきもの

は、速やかに返還請求していく。 

今後については、同一の日に複数の

プログラムが行われることが想定され

る場合、経費精算書は 1 日につき 1 枚

にまとめて作成するよう案内し、また

交通費の請求基準を募集の段階で実施

団体に明示するなど、再発防止に取り

組んでいく。 

措置方針 
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※スタッフ（ボランティア）は、№1～№5 と№6～№10

のそれぞれが同一活動場所であり、かつ同一メンバー

であったため、表の太枠内の交通費が重複して計上さ

れていた可能性がある。 

※当該団体については、5 月 22～29 日のうち 5 日におい

ても同様のプログラムを実施し、同様の報告書が提出

されている。 

実施団体が複数のプログラムを同一の日に同

じボランティアにより実施した場合、活動報告

書はプログラムごとに提出しているが、活動報

プログラム 
支援活動 

実施日時 

活動

場所 

活動実費合計 

（上限 15,000 円） 
保険料 

№ 1 5 月 30 日 

11:30～12:30 

a 室  9,840 円  1,000 円 

№ 2 b 室  7,420 円  1,000 円

№ 3 c 室  8,020 円  1,000 円 

№ 4 d 室  9,840 円  1,000 円 

№ 5 e 室  9,840 円  1,000 円 

№ 6 5 月 30 日 

12:30～13:30 

a 室  9,840 円  1,000 円 

№ 7 b 室  7,420 円  1,000 円 

№ 8 c 室  7,420 円  1,000 円 

№ 9 d 室  9,840 円  1,000 円 

№10 e 室  9,840 円  1,000 円 

合計 89,320 円 10,000 円 

プログラム 
参加者数 活動実費中

交通費 
交通費の積算 

子ども スタッフ 

№ 1  10  2 840 円 ＠210×2×2 人 

№ 2  10  1 420 円 ＠210×2×1 人 

№ 3  10  1 420 円 ＠210×2×1 人 

№ 4  10  2 840 円 ＠210×2×2 人 

№ 5  10  2 840 円 ＠210×2×2 人 

№ 6  10  2 840 円 ＠210×2×2 人 

№ 7  10  1 420 円 ＠210×2×1 人 

№ 8  10  1 420 円 ＠210×2×1 人 

№ 9  10  2 840 円 ＠210×2×2 人 

№10  10  2 840 円 ＠210×2×2 人 

100 16 6,720 円 
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告書ごとに添付された経費精算書を確認したと

ころ、ボランティアの往復の交通費が同一日に

参加したすべてのプログラムの経費精算書に記

載されており、交通費が重複して計上されたま

ま当該実施団体に対する助成金額を確定してい

た可能性がある。 （政策調査課） 

助成金額の確定にあたって経費精算書の確認

が不十分であった可能性がある。 

助成金額の確定は、要綱等の規定に従い、かつ

同一日に実施したプログラムに係る交通費は、

交通機関の利用回数分（原則 1 日 1 往復）のみ

とするなど明確な基準を設けて、適正に行うべ

きである。また、経費精算書を精査し、過払いで

あることが判明したものについては、実施団体

と協議のうえ、返還を求めるべきである。 

ウ 遅滞なく支出するべきもの 

令和 2 年 6 月 8 日に有識者に相談した際の報

償費について、相談時に提出された口座指定書

に基づき、令和 3年 3月 12 日に実施した 2回目

の相談分と同日に支出した。そのため、上記 1回

目の相談に係る報償費については、相談日から

口座指定書の受理までに 6 か月以上が経過した

結果、支払までに日数を要した。 

相談業務の実施  R2.6. 8（2 回目 R3.3.12） 

口座指定書の日付 R2.6. 8（受理日 R3.3.12） 

支払日 R3.3.31 

（未来都市政策課） 

口座指定書の提出が遅れているのであれば、

速やかに提出するよう依頼するなどして、遅滞

なく支払うべきである。 

課内周知を実施し、個別に支払いを

徹底するとともに、支払状況について

一覧表で管理する。今後は一覧表を確

認し、口座指定書が未提出の場合は、き

め細かい催促を実施する。 

措置済 

(2) 契約に関する事務 

ア 契約約款及び仕様書を遵守するべきもの 

神戸市では、神戸市契約規則や神戸市におけ

る実際の契約類型を踏まえ、適切な契約当事者

間等の具体的な権利義務関係を委託契約約款や

製造その他請負契約約款等で定め、これを使用

して契約している。 

・令和３年度委託契約については、すべ

て業務責任者の通知を受領済み。 

・課内で再度業務責任者の通知受領に

対する周知を行った。 

・今後も約款の確認の徹底をし、手続き

の抜けが無いように行っていく。 

措置済 
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委託契約約款第14条や製造その他請負契約約

款第 19 条により、契約の相手方は神戸市に対し

契約の履行に係る責任者（以下「業務責任者」と

いう。）を選任し、その氏名、連絡先その他の必

要な事項を書面により通知しなければならない

とされているが、委託契約において契約の相手

方から業務責任者の通知を受けていない事例が

あった。              （企業立地課） 

契約約款は契約内容を構成するものであり、

契約約款の規定は遵守するべきである。 

また、契約の相手方にも、契約約款を遵守する

よう指示するべきである。 

イ 委託料の変更に際して変更契約を締結するべ

きもの 

セミナーを 2 回開催するため締結した委託契

約（委託料 160,000 円）において、新型コロナウ

イルス感染症拡大の影響により、うち 1 回の開

催を中止せざるを得なくなり、業者からの申し

出を受け入れて、神戸市は1回分の委託料80,000

円のみを支払った。しかし、これに伴う委託契約

の変更契約は締結していなかった。 （推進課） 

委託契約書に添付している委託契約約款第 27

条で「経済状勢の著しい変化その他の予期する

ことのできない異常な事態の発生により契約金

額その他の契約内容が著しく不適当となったと

きは、甲と乙が実情に応じて協議し、別途変更契

約を締結することにより、契約金額その他の契

約内容変更することができる」と規定されてい

る。新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ

る中止はこれに該当し、変更契約を締結するこ

とができると考えられる。 

一方、変更契約を締結しない場合は、同約款第

24 条第 1 号に定める「委託期間等の終了までに

契約を履行しないとき又はその見込みがないと

き、契約上の義務を履行しないとき」に該当する

ことも考えられる。 

契約内容の適正な履行のため、変更契約を締

結するべきである。 

指摘を踏まえ、契約内容の履行が困

難な状況が発生した場合には、契約の

変更を行うことを局内で周知徹底し

た。 

措置済 
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ウ 委託契約の変更に際して見積書を徴取するべ

きもの 

当初契約締結時の委託料が 8,500,000 円の委

託契約（子供の非認知能力向上のためのコンテ

ンツ制作・配信業務）において、契約内容にイベ

ント開催を加える仕様変更のため契約金額を

1,500,000 円増額する変更契約を締結した。 

しかし、この契約変更において、見積書を徴取

し、変更仕様書等にかかる増額変更分の積算を

確認するべきところ、委託先に対して変更契約

にかかる見積書の提出を依頼していなかった。 

  （新産業課） 

委託契約の変更に際しても、見積書を徴取し、

増額変更分の積算を確認するべきである。

・課内の事務マニュアルに記載済み。 

・変更契約の際の見積書の徴収につい

て、課内で再度周知を行った。 

・今後も契約締結時には、見積書の徴収

を含め、委託契約の「ガイドライン」及

び課内の事務マニュアル等を確認しな

がら、手続きの抜けがないように行っ

ていく。 

措置済 

(3) 財産の管理に関する事務 

ア ソフトウェア資産（ソフトウェア及びパソコ

ン）の管理を適正に行うべきもの 

ソフトウェア及びパソコンの管理について、

次のような事例があった。 

(ア)ノートパソコン 1 台を、一時貸出の手続を経

ることなく、他の部局に一時的に貸し出してい

た事例。 

(イ)すでに存在しない端末を情報システム台帳に

記載したままになっていた事例。  

(ウ)アンインストールしたソフトウェアを導入ソ

フトウェア台帳に記載したままになっていた事

例。 

(エ)使用期限の切れたライセンスを保有ライセン

ス台帳に記載したままになっていた事例。 

（デジタル戦略部） 

ソフトウェア資産管理基準により、情報基盤

管理者（企画調整局デジタル戦略部担当課長（情

報政策担当））がソフトウェア資産を適切に管理

するため、情報管理者（所属長）等はパソコン・

ソフトウェア管理システム（ＰＣ統合管理シス

テム）によりソフトウェア資産の変更管理に関

する手続、並びにハードウェア台帳及びライセ

ンス台帳等の更新を行わなければならないこと

（ア）のノートパソコンを一時貸出の

手続きを経ることなく他の部局に貸し

出していた事例は、他部局より代替機

が急遽必要との相談を受け、緊急的に

貸し出したもので、その際、備品の一

時貸出の手続きを怠っていた。再発防

止策として、今回事務を行った者をは

じめ、部内の全職員に適切な事務手続

きについて改めて周知を行い、改善の

措置を講じた。 

（イ）の存在しない端末を情報システ

ム台帳に記載したままになっていた事

例、（ウ）のアンインストールしたソ

フトウェアを導入ソフトウェア台帳に

記載したままになっていた事例、

（エ）の使用期限の切れたライセンス

を保有ライセンス台帳に記載したまま

になっていた事例については、いずれ

も、端末の廃棄やソフトウェアのアン

インストール、ライセンス切れのタイ

ミングで適切に台帳を更新すべきとこ

ろ、速やかに反映ができていなかっ

た。再発防止策として、ソフトウェア

措置済 
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となっている。

また、上記(ア)の事例に関しては、神戸市物品

会計規則第16条（備品の一時貸借及び一時使用）

第 1 項で「物品管理者は、必要があると認める

ときは、3箇月以内の期間を定めて、他の物品管

理者に備品を貸し付けることができる。この場

合において、備品を貸し付ける物品管理者は、備

品一時貸借書兼一時貸借てん末書に必要な事項

を記載しなければならない。」との規定があり、

一時貸借の場合は同規則による手続が必要であ

る。 

情報資産管理の内部統制体制の主管局として

各所管局に指導するべき立場を踏まえ、利用す

るソフトウェア資産に変更がある場合は必要な

手続を行うとともに台帳に反映し、適正にソフ

トウェア資産を管理するべきである。

資産等の変更があった際には台帳への

反映を速やかに行うよう改めて部内で

周知を行い、改善の措置を講じた。 

今後は、年１回の全庁的なソフトウェ

ア資産の棚卸しに加えて、別途、部内

での棚卸しを実施するなど、情報資産

管理の内部統制体制の主管局として、

ソフトウェア資産の適正管理を徹底し

ていく。 

イ 郵便切手類を適正に管理するべきもの 

調査課では、「現金等管理マニュアル」に定め

る「保管現金・郵便切手類の定期的なチェック」

として、郵便切手類に係る毎年度 3 回の所属長

による残数確認、及び所属長の直近上司による

年1回の検証を実施しているとの説明を受けた。

しかし、令和 3 年 8 月 30 日に実施した部長によ

る検証結果として示した定期点検シートにおい

て、郵便切手類の一部の残数が、次のとおり同日

現在の管理簿の残数と一致していなかったにも

かかわらず、そのまま所属長の確認印及び部長

の検証印を押印していた。 

なお、今回の実査時（令和 3 年 11 月 17 日）

においては、郵便切手類の残数と管理簿の残数

は一致していた。 

 現金等管理マニュアルにおける定期

的なチェックにおいて、使用毎に記録

する管理簿とは別に定期点検シートを

使用する必要はないため、同シートは

廃止した。 

郵便切手類の定期的なチェック及び

検証印の押印は管理簿において実施す

ることとしている。 

措置済 
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（事例）所属長の直近上司による検証結果（定期点

検シート）における残数と、郵便切手類管理

簿上の同日の残数が不一致であった事例 

（令和 3年 8月 30 日現在）

所管課に確認したところ、この定期点検では、

部長など複数職員で郵便切手類の残数を数え、

管理簿の残数と一致することを確認していた

が、その後、管理簿から定期点検シートへ転記す 

る際のミスにより、転記後の同シートの記載内

容を十分確認せず検証印を押印してしまったと

のことである。         （調査課）

しかし、管理簿にも定期点検の記録は残って

おらず、誤りのある定期点検シートでは点検が

行われたことを証することはできないことか

ら、点検自体が形骸化していたとの指摘に対し

て否定できない。

「現金等管理マニュアル」に基づき、郵便切手

類の定期チェックは適正かつ確実に行うべきで

ある。

郵便切手

類の種類 

検証結果の残数

（チェックリスト） 

管理簿 

の残数 

備考 

（検証結果

－管理簿） 

１円切手 4 枚 45 枚 △41 枚 

84 円切手 12 枚 10 枚 ＋ 2 枚 

タクシー

チケット

（兵協） 

45 枚 46 枚 △ 1 枚 

(4) その他の事務

ア 個人番号の安全管理措置を講じるべきもの

個人番号の記載された書類を施錠できる場所

に保管しておらず、また、登録・記載済みの個人

番号確認書類、身分確認書類を本人へ返却又は

償却、裁断、溶解等により廃棄していなかった。 
（政策調査課）

個人番号利用事務実施者等の責務について

は、行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（以下「番号法」

という。）第 12 条により、「個人番号利用事務実

施者及び個人番号関係事務実施者は、個人番号

の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の個人番

個人番号確認書類の適正な取り扱い

について、事務担当者の認識が不足し

ていたことから発生した。 

今回の指摘を受け、該当の書類につ

いては直ちに廃棄を行った。また、職員

に対して当該事案についての説明を行

うとともに、個人番号確認書類の取扱

いにあたっては、ガイドラインに則り

適正な事務処理を行うよう周知をし

た。 

措置済 
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号の適切な管理のために必要な措置を講じなけ

ればならない。」とされ、特定個人情報の収集又

は保管については、番号法第 20 条により制限さ

れている。 

そして、「神戸市における個人番号利用事務に

関するマイナンバー取扱い指針」（平成 27 年 11

月 30 日企画調整局情報化戦略部）により、マイ

ナンバーの記載された申請書及び本人確認書類

等の保管場所は、鍵のかかるロッカーや書庫と

するものとしており、「源泉徴収事務に関するマ

イナンバー取扱いガイドライン（解説付）」（平成

27 年 10 月 5 日企画調整局情報化推進部、行財政

局職員部総務事務センター）により、各所属の事

務取扱担当者（マイナンバーを収集・管理を行う

職員）は、登録・記載済みのマイナンバー確認書

類、身元確認書類を速やかに本人へ返却するか、

あるいは焼却、裁断、溶融等により廃棄するもの

としている。 

個人番号の取扱いにあたっては、適正に安全

管理措置を講じるべきである。 
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○ 指 摘 事 項

(1) 支出に関する事務 

ア 賃料減免にかかる手続を適正に行うべきもの 

新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言発令に伴

う六甲道地区及び垂水・舞子地区におけるテナントへ

の支援として、神戸市と一般財団法人神戸すまいまち

づくり公社（以下「公社」という。）の間で締結され

た覚書により、サブリース事業者である公社の賃料を

減免していた。 

当該覚書は市所有物件にかかる店舗への賃料減額

の基本的な考え方について（令和 2 年 5 月 15 日行財

政局長・企画調整局長）及び本件通知にかかる補足説

明である賃料支援対象店舗について（令和 2 年 5 月

20 日時点）が根拠となっている。 

この覚書では、減免の対象となるテナントを中小企

業基本法第 2 条の規定による中小企業等が営むテナ

ントと規定しているにもかかわらず、その対象となら

ない医療法人や一般社団法人のテナントを減免の対

象としている事例があった。 

聞き取りによると、支援対象要件を中小企業基本法

第 2 条に明記されている業種や資本金及び従業者数

の要件のみと認識していたため、医療法人や一般社団

法人が中小企業基本法上の会社に該当しないとは解

しておらず、減免の対象としたものであるが、他のテ

ナントとのバランスもあることから、減免の対象とせ

ざるを得なかったとのことである。 

また、根拠となる神戸市の通知等と異なる対応であ

るにもかかわらず、この取扱いにあたっては、公社と

の電話協議のみで対応し、議事録等の経過の記録も残

していなかったとのことであるが、口頭のみの調整で

は、後々のトラブルの原因にもなりうるものであり、

また、組織としての意思決定の経過も確認できない状

況となっている。       （地域整備推進課） 

根拠となる神戸市の通知等と異なる対応を行うの

であれば、市長が特別に認めるものとして別途決裁を

得るなど、組織としての意思決定の経過を明確にする

とともに、今後も医療法人や一般社団法人のテナント

を減免の対象とするのであれば、覚書の再締結の手続

新型コロナウイルス感染症緊

急事態宣言発令に伴う六甲道地

区及び垂水・舞子地区における

テナントへの支援の際、中小企

業基本法第 2 条の規定による中

小企業等が営むテナントと規定

しているにもかかわらず、その

対象とならない医療法人や一般

社団法人のテナントを減免の対

象としたのは、減免対象要件を

中小企業基本法第 2 条に明記さ

れている業種や資本金及び従業

員数の要件のみと認識してお

り、医療法人や一般社団法人を

減免対象とするにあたって別途

決裁を得る必要があるものと解

していなかったためである。 

 また、上記の対応を決定する

までの協議内容は、減免措置対

応の緊急性が高かったことと、

コロナ禍の中で対面協議が難し

かったことから電話により行

い、この対応が通知に基づいた

ものであると認識していたた

め、記録を残していなかった。 

今後、同様の事業等を行う際

は、対象要件をしっかり確認す

るとともに、特別な対応を行う

場合は、協議過程を議事録等で

記録し、別途決裁を得るなど意

思決定の過程を明確にするよう

令和 4 年 3 月 28 日の係会議に

おいて係の職員全員に対して周

知徹底を行った。 

措置済 
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を行うべきである。 

(2) 契約に関する事務 

ア 次年度以降にわたる委託契約手続を適正に行うべ

きもの 

令和 2年度のキャナルタウン広場・新運河管理業務

にかかる委託契約の締結にあたり、委託事務審査委員

会議案書の選定理由を「平成 30 年度の委託事務審査

委員会にて承認されたとおり、人員確保や設備投資の

面から平成 31年度、令和 2・3年度の 3か年の契約を

前提に 5 社による見積り合わせで同事業者を決定し

ており、令和 2年度業務についても引き続き随意契約

を行うものである。」とし、前年度と同一の事業者と

単年度の随意契約を締結している。 

長期継続契約の対象とならない清掃業務が含まれ

ることから、当該契約は形式的には単年度契約とし、

前述の選定理由により随意契約を行っているが、実態

的には複数年契約となっているにもかかわらず、債務

負担行為による予算措置を行っていない。 

（まち再生推進課） 

委託事務審査委員会において、複数年の契約を前提

に実施した見積り合わせで決定した事業者であるこ

とを理由として、翌年度以降、引き続き随意契約の相

手先として認めることはできない。 

複数年契約が必要であれば、債務負担行為による予

算措置を行うべきである。 

令和 4 年度の契約については

単年度契約を前提に見積り合わ

せを行い契約済みである。 

令和 5 年度以降の契約につい

ては、債務負担行為による予算

措置を行ったうえで、複数年契

約を前提に見積もり合わせを行

う。 

措置方針 

(3) 財産の管理に関する事務 

ア 債権の管理を適正に行うべきもの 

神戸市の債権の管理に関する事務処理は、神戸市債

権の管理に関する条例（以下「条例」という。）で定

められており、債権を適正に管理するため必要な台帳

を整備すること（第 5条）や、履行期限までに履行し

ない場合は期限を指定して督促状を発して督促しな

ければならないこと（第 6条）等が定められている。 

また、債権のうち時効が成立し消滅したものは、不

納欠損処分を行い決算値に反映することが必要とさ

れている。 

私債権は民法の規定により、時効の援用が必要とさ

債権管理台帳については、令

和 3 年度内に、債権ごとに、こ

れまでの督促日の情報や債務者

との交渉記録を記載する等、適

正な整備を行った。今後も債務

者との交渉記録等の追記を行

い、今後の債権管理や業務引継

ぎに活用していく。 

また、一部の債権において、

不納欠損処分等の手続きが進め

られていなかったが、債権管理

措置方針 
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れるが、時効期間満了後は、条例の規定により債権放

棄も可能とされている。 

新都市整備事業で管理している債権について、個別

システム（みなとシステム）により出力された収入未

済リストを確認したところ、下表のとおりの状況であ

った。 

(ア) 不動産貸付料 

(イ) 遅延利息 

(ウ) その他 

①～④は、神戸市公有財産規則（以下「規則」とい

う。）第 34条の規定による不動産貸付料である。 

⑤～⑦は、規則第 38 条の規定による遅延利息であ

る。なお、⑦のＥ社は保証金充当により未納貸付料を

精算したため遅延利息のみとなっている。 

⑧は、民事執行法第 42 条の規定による強制執行費

用（建物収去土地明渡訴訟の強制執行にかかる経費

16,893,705 円）及び民法第 420 条の規定による損害

賠償金（不法占有損害金 36,353,581 円）である。 

⑨は、土地譲渡契約にかかる規則第 54 条の規定に

よる違約金及び土地譲渡代金の納付遅延により発生

した規則第 51条の規定による遅延利息である。 

これらの債権は、実査日時点で、督促日等の情報や

債務者との交渉記録等が記載された債権管理台帳が

適正に整備されておらず、法的措置等も含めた回収対

策が適切に実施できる状況となっていない。また、時

効成立の調査を含む債権放棄にかかる手続が進めら

に関する組織的な引継ぎが十分

に行われず、債権回収の優先順

位等の進め方について十分に議

論できていなかったこと等が要

因であると考えている。 

今後の債権管理においては、

前述の債権管理台帳も活用しな

がら、全庁的に定められた事務

処理手順に従い手続きを進めて

いくとともに、債務者が居所不

明や死亡などの課題により手続

きが困難な案件については、現

在、外部委託（弁護士等）によ

る諸手続きを進めている。 

また、局内においても組織的

に情報共有・意思決定を行うた

め、「都市局債権管理委員会」を

新たに設置し、局全体で債権管

理の取り組みを強化していく。

併せて、市債権管理対策推進本

部とも連携を図っていくことに

より、適正に債権管理を進めて

いく。 

なお、現時点での債務者ごと

の対応状況等は以下のとおりで

ある。 

Ａ社（①⑤⑧）については、

賃貸借契約解除のうえ、建物収

去土地明渡請求訴訟に勝訴し、

強制執行した案件であり、賃貸

借契約が解除されるまでの賃

料、強制執行費用、不法占有損

害金及び遅延損害金が対象とな

っている。債務者（連帯保証人

含む）調査をした結果、居所が

判明したため、面談のうえ債権

の催告を行った。資産状況を把

握のうえ、必要に応じて徴収停
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れていない。 （新都市管理課） 

債権管理については、滞納の初期段階での対処方法

を構築するほか、見える化された台帳を作成し、督促

等の時効中断事由や納付交渉の記録をする必要があ

る。そのうえで法的措置等も含めた回収対策を実施す

るべきである。 

また、債務者や債権の内容等の調査を尽くす必要が

あるが、それでも不明なものは、条例の規定に基づく

債権放棄の手続を進め、不納欠損処分とすることがで

きる。 

今後の対応、体制だけでなく、そもそもの原因から

詰めていかなければ、また同じことが起きるおそれが

ある。誰が担当し、どこに原因があったか、誰が引継

ぎをしなかったか、原因をできる限り調べて今後に活

かし、債権の発生から回収までの手立てを構築し、そ

の仕組みを組織として実践するべきである。 

債権管理事務については、近年の財務定期監査にお

いて、債権管理の意識が希薄な所属が多く見受けられ

ることから、令和 2年度内部統制評価報告書審査意見

書及び令和 2年度一般会計決算審査意見書において、

債権管理の適正化に関する意見を付したところであ

る。 

これを受けて、債権管理対策推進本部（行財政局税

務部収税課）から令和 3 年 10 月 5 日に通知「債権管

理事務の適正化について」が発出され、全庁的に 171

債権を対象として、全庁的に定められた事務処理手順

が適正に行われているかを確認する調査が行われた。

また、3か月後に改善が必要な事項についての進捗状

況の再調査が行われ、適正化に向けた取組が始められ

たところである。これは、神戸市の財政的損失の増大、

並びに信用失墜を回避する重要な取組であることを

改めて認識し、意識改革を行うとともに、着実に改善

されたい。 

止を行う等、債権管理手続きを

進めていく。なお、すでに時効

に到達した債権については援用

の申し出があったため、不納欠

損の処理を行う。 

Ｂ社（②⑥）については、す

でに時効に到達しているが、債

務者（法人・連帯保証人）のう

ち法人は法人破産手続きが終了

しているため、債務者（連帯保

証人）に関する調査の結果を踏

まえ、不納欠損の手続きを進め

ていく。 

Ｃ社（③）については、すで

に時効に到達しているが、調査

の結果、債務者の死亡が判明し

たため、改めて相続関係の調査

を行い、その結果を踏まえ、不

納欠損の手続きを進めていく。 

Ｄ社（④）については、すで

に時効に到達しているため、債

務者に関する調査の結果を踏ま

え、不納欠損の手続きを進めて

いく。 

Ｅ社（⑦）については、すで

に時効に到達しており、相手方

弁護士が時効援用の意向を示し

ているため、援用通知書が提出

され次第、不納欠損を行う。 

Ｆ社（⑨）については、債務

者調査をした結果、居所が判明

したため、面談のうえ債権の催

告を行った。資産状況を把握の

上、必要に応じて徴収停止を行

う等、債権管理手続きを進めて

いく。 
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イ 土地台帳への記載手続を適正に行うべきもの 

民間事業者との間で土地賃貸借契約の締結または

行政財産の目的外使用許可を行っている所管地にお

いて、土地台帳に記載のない事例があった。 

規則第 59 条では、土地台帳等を作成するため電子

計算組織に投入する資料を財産記録調書等と規定し

ており、規則第 60 条では、土地又は建物を取得し、

所管換又は所属替をし、その他異動があったときは、

行財政局長が定めた事項により、財産記録調書を作成

しなければならないとされているが、当該所管地で

は、この手続が取られていなかった。 

（新都市管理課、企業誘致課、西神整備事務所） 

土地台帳の記載漏れがないように、規則の規定に基

づき、財産記録調書を適正に作成するべきである。 

土地台帳への記載漏れが生じ

たのは、内陸部の産業団地につ

いては、造成後に表示登記し順

次分譲していくことから、これ

まで土地台帳への記載手続きを

省略していたことが要因と考え

ている。 

指摘のあった土地も含め、台

帳に未記載の土地を調査の上、

令和 3 年度中に土地台帳に記載

した。 

措置済 

(4) その他の事務 

ア 個人番号確認書類等を速やかに本人へ返却又は廃

棄するべきもの 

実査日時点において、審議会委員等の報酬支給にか

かる個人番号確認書類等を金庫内に保管している事

例があった。 

個人番号利用事務実施者等の責務については、行政

手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律（以下「番号法」という。）第12条

により、「個人番号利用事務実施者及び個人番号関係

事務実施者は、個人番号の漏えい、滅失又は毀損の防

止その他の個人番号の適切な管理のために必要な措

置を講じなければならない。」とされ、特定個人情報

の収集又は保管については、番号法第20条により制限

されている。 

そして、源泉徴収事務に関するマイナンバー取扱い

ガイドライン（平成27年10月5日企画調整局情報化推

進部、行財政局職員部総務事務センター）により、各

所属の事務取扱担当者（マイナンバーを収集・管理を

行う職員）は、登録・記載済みのマイナンバー確認書

類、身元確認書類を速やかに本人へ返却するか、ある

いは焼却、裁断、溶解等により廃棄するものとされて

いる。 （総務課、都心三宮再整備課） 

収集したマイナンバー確認書

類は、マイナンバーの確認と確

認の事実の記録が終われば速や

かに本人へ返却するか、廃棄し

なければならないという認識が

不足していたため、誤って金庫

へ保管し続けた。 

廃棄すべき個人番号通知書の

写しは、シュレッダーにて速や

かに廃棄するとともに、再発防

止のため、所属職員に対して、

源泉徴収事務に関するマイナン

バー取扱いガイドライン等を適

宜確認しながら、適正な事務処

理を行うよう周知徹底を行っ

た。 

措置済 
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ガイドライン等に基づき、個人番号確認書類等は、

速やかに本人へ返却するか、あるいは焼却、裁断、溶

解等により廃棄するべきである。 

○ 意  見 

(1) 行政財産使用許可における電気使用料の算定方法

の見直しについて 

特定非営利活動法人に対して、こうべまちづくり会

館における飲料提供機器（ドリップ式コーヒーメーカ

ー）の設置にかかる行政財産使用許可（令和 2年 6月

1日から令和 3年 3月 31 日までの 10 か月）を行って

いるが、使用に必要な経費として請求している電気使

用料が 56,988 円と非常に高額となっている。 

電気使用料の算定方法については、当該施設の利用

者に対して飲料を有料で提供していることから、自動

販売機設置に伴う電気料の算定方法について（昭和

55 年 3 月 15 日理管第 579 号管財課長通知）の次の算

式を準用している。 

この算式の消費電力量を当該機器の最大出力（ドリ

ップ時）である 1,460ｗで常時使用したものとして積

算されており、待機消費電力（0.4ｗ）は考慮してい

ない。仮に消費電力量を待機消費電力として算定する

と、10 か月の電気使用料は約 16 円となる。 

聞き取りによると、消費電力量を待機消費電力によ

り算定した場合、最大出力による使用時の電気使用量

を過少に積算することとなるため、過少となった部分

は市の負担となること、また、どれだけの使用がある

かは申請時点では把握できないため、可能性として起

こりうる最大値を請求したもので、申請者もその条件

を理解したうえで許可を受けているとのことである。 

しかしながら、当該機器が常時最大出力で稼働して

いるとは考えにくく、また、当該機器のホームページ

情報には 1 杯あたりの電気使用料は 1 円程度と記載

設置されていた飲料提供機器

（ドリップ式コーヒーメーカ

ー）はリース品であり、更新時

期到来により、使用者にて利用

状況や必要性等を踏まえ、更新

しないとの判断がなされ、協議

の結果、令和 3 年度末をもって

撤去を行った。 

なお、電気使用料について過

去に遡っての返還については不

要との回答を申請者より得てい

る。 

他の方法

で対応 
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されており、飲料を 1 日 10 杯提供すると仮定した場

合でも 10 か月で 3,000 円程度の電気使用料となると

されていることからすれば、実態より過大な請求とな

っているものと推定される。 

1 か月の飲料提供数などの利用実態の把握を行い、

適切な電気使用料となるよう算定方法の見直しを行

い、過大に徴収している電気使用料については申請者

への返還を検討されたい。 （まち再生推進課） 
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〇指 摘 事 項 

(1) 支出に関する事務 

ア 補助金額の確定を行うべきもの 

補助金交付事務において、神戸市補助金等の

交付に関する規則に規定された補助金額の確

定をしていない事例があった。 

(ア)広報掲示板設置補助金について、自治組織か

ら申請を受けて補助金交付決定ののち、掲示板

設置後に提出された広報掲示板設置報告書兼

検査調書と補助金請求書を受理し、補助金を支

払っていたが、精算を要しない補助金であると

して、補助金額の確定をしていなかった。 

(イ)美緑花重点スポット美化活動助成金につい

て、申請を受けて概算払で交付し、提出された

活動結果報告書に基づき返還額がある団体に

のみ、返還額の調定決議（助成金額確定の旨の

記載はなし）に基づいて納付書とともに交付金

額確定通知書を送付していたが、助成金の返還

額がない団体に関しては、補助金額の確定をし

ていなかった。    （長田区まちづくり課） 

神戸市補助金等の交付に関する規則第 15 条

第 1項は「市長等は、補助事業者等に、補助事

業等が完了したとき（補助事業等の廃止の承認

を受けたときを含む。） は、速やかに、補助事

業等の成果を記載した実績報告書に次に掲げ

る書類を添えて、報告させなければならない。」

と規定している。また、同規則第 16 条第 1 項

は「市長等は、前条第 1項の規定による報告を

受けた場合（同条第 3項第 2号に該当する補助

金等にあっては、補助事業等の実績を確認した

場合。以下同じ。）においては、報告書等の書類

の審査、必要に応じて行う現地調査等により、

補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の

内容及びこれに付した条件に適合するか否か

を調査し、適合すると認めるときは、補助金等

の交付額を確定し、当該補助事業者等に通知す

るものとする。」と規定している。 

一方、神戸市補助金等の交付に関する規則の

(ア) 長田区広報掲示板補助要綱にお

いて、「交付額の確定」の規定がなかっ

たため、補助金額を確定したことの意

思決定（決議）を行っていませんでし

た。 

長田区広報掲示板補助要綱を改正

し、改正後の申請分については補助金

額の確定決議を行ったうえで、確定決

議で確定した交付額と補助金等の交付

の決定における交付予定額に差額が生

じた場合には、通知を行います。 

(イ)美緑花重点スポット美化活動助成

金の事務について、戻入が不要な団体

の額確定の意思決定が決議に明記でき

ていなかったため、今後は補助金額が

確定した段階で決議を行うよう周知徹

底します。 

措置済 

措置済 
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手引き（令和 3年 2月改定）において、実績報

告書は、「補助事業等の成果が補助金等の交付

の決定の内容及び条件に適合するものである

かどうかを審査し、補助金等交付の終了、是正

措置のいずれをとるべきかを判断するために

提出させるもの」であり、補助金等の額の確定

とは、「最終的に交付すべき補助金等の金額に

変更を加えるべきかどうか判断し、これを確定

する清算手続きを意味」するとしている。さら

に、同規則第 16 条第 2 項に「市長等は、確定

した補助金等の交付額が、補助金等の交付の決

定における交付予定額と同額である場合は、前

項の規定による通知を省略することができ

る。」との規定があるが、「額確定の通知を省略

する場合でも、省略できるのは「通知をするこ

と」のみであり、補助金額を確定したことの意

思決定（決議）は必要です。」という解釈を示し

ている。 

実績報告を受けたのち速やかに、補助金額の

確定を行うべきである。 

(2) 契約に関する事務 

ア 発注先を適正に選定するべきもの 

専決契約において、指名停止期間中の業者

に対して発注していた事例があった。 

（事例）指名停止期間中の業者に対して発注し

ていた事例 

(ア) Ａ社（指名停止期間：令和 2年 3月 16 日

～令和 3年 3月 15 日）あて発注 

件名 長田区総合庁舎内放置廃棄

用自転車等収集運搬業務 

契約期間等 発注 R3.1.27 

履行期限 R3.2.26 

契約金額 71,500 円 

発注課 長田区総務部まちづくり課 

(イ) Ｂ社（指名停止期間：令和 2年 3月 13 日

～6月 12 日）あて発注 

件名 消耗品（書籍）の購入につ

いて 

(ア)今後は、発注手続きに際し、発注前

に再度「競争入札参加資格者検索」で指

名停止となっていないことを確認した

うえで契約するよう徹底します。 

(イ)ご指摘のとおり見積もりを依頼し

た際には指名停止となっていなかった

ものの、発注日までの間に指名停止と

なっており、「その業者でなければなら

措置済 

措置済 



令和３年度 財務定期監査（監査対象：区役所） 

指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

契約期間等 発注 R2.4.1(見積依頼 R2.3.2） 

履行期限 R2.5.31 

契約金額 20,240 円 

発注課 長田区総務部まちづくり課 

（長田区まちづくり課） 

神戸市指名停止基準要綱第 7条では、経理契

約を対象として「指名停止の期間中の入札参加

資格者を随意契約の相手方としてはならない。

ただし、やむを得ない事由があり、あらかじめ

請負契約審査会の承認を受けたときはこの限

りではない。」と規定している。一方、「神戸市

指名停止基準要綱の運用について」（平成 17年

5 月 9日行財政局長決定）の 14（随意契約の相

手方の制限）では、「指名停止期間中の入札参加

資格者との専決契約及び委託契約については、

当該要綱の対象外であるが、それぞれの契約決

裁において、やむを得ない事由があることを判

断する。」としている。これを受けて「指名停止

措置を受けた事業者との専決契約等について

（通知）」（平成 25 年 7 月 23 日行財契第 593

号）では、「2(1)指名停止措置期間中の入札参加

資格者との専決契約及び委託契約について」に

おいて、「『神戸市指名停止基準要綱』は経理契

約を対象としていますが、専決契約及び委託契

約についても、同要綱の趣旨を踏まえて対応し

て下さい。契約を行おうとする場合は、それぞ

れの契約決裁において、やむを得ない事由があ

るかどうかを判断して下さい。」等と記載して

いる。 

さらに、専決調達事務処理マニュアル及びＱ

＆Ａ（令和 3 年 9 月）では、「8 その他一般事

項に係るＱ＆Ａ」の「Ｑ7 指名停止期間中の業

者と専決契約をしてはいけないか。」(p37）で

「指名停止中の業者との随意契約の制限は、専

決契約及び委託契約等についても「神戸市指名

停止基準要綱」の趣旨を踏まえ、指名停止中の

業者へ見積合せや契約を行おうとする場合は、

その業者でなければならない止むを得ない理

ない止むを得ない理由」はないため、契

約の相手方とするべきではありません

でした。 

今後は、発注手続きに際し、発注前に

再度「競争入札参加資格者検索」で指名

停止となっていないことを確認したう

えで契約するよう徹底します。 



令和３年度 財務定期監査（監査対象：区役所） 

指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

由があるかどうかを慎重に判断し、その旨を決

裁等に記載してください。」とし、「なお、契約

の相手方に確実な履行を特に誓約させたい場

合は、請書を徴取させるなど適切な対応をして

ください。」と記載している。 

しかし、上記の事例のいずれも発注決議を経

て指名停止期間中の業者に発注しており、上記

の事例においては、発注にあたって「その業者

でなければならない止むを得ない理由がある

かどうかを慎重に判断し、その旨を決裁等に記

載して」いたことは確認できなかった。 

また、上記事例では契約金額が 10 万円以下

のため見積合せを行っていないものの、発注内

容の取扱業者は神戸市内だけでも複数あるこ

とから、「その業者でなければならない止むを

得ない理由」はないものと考えられる。 

契約の発注先については、適正に選定する

べきである。 

(3) 財産管理に関する事務 

ア 金庫を適正に管理するべきもの 

勤務時間中、金庫の鍵が施錠されていない事

例があった。 

現金取扱事務の手引によれば、金庫に関して

は以下の点に注意するよう定めている。 

また、現金等管理マニュアルにおいても、「現

金等の管理においては、勤務時間内外を問わず

1 人で預金通帳から現金を引き出したり、保管

現金や郵便切手類等を取り出すことができな

いしくみが必要です。」と記載している。  

（長田区市民課） 

  勤務時間内外を問わず、金庫は適正に管理す

るべきである。 

・必要な時以外はダイヤルとロックの二重施錠を

してください。 

・鍵の管理は、課長・係長等が行うなど責任者及び

取扱者を特定し、勤務時間外は鍵を持ち帰るな

ど厳重に管理してください。 等 

 常時、鍵と電子ロックの二重施錠と

し、勤務時間中は管理職等特定の者が

鍵を管理することで、ひとりで保管現

金を取り出せない仕組みに改めまし

た。 

措置済 



令和３年度 財務定期監査（監査対象：交通局） 

指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

〇指 摘 事 項

(1) 収入に関する事務 

ア 収入を適正に徴収するべきもの 

職員が自らの自動車等を用いて通勤し、勤務公

署等に駐車する際は、神戸市交通局公有財産管理

規程及び行政財産における交通局職員の通勤用

車両の駐車等に関する取扱要綱に基づき許可し

ている。 

使用料は、当月分を翌月の当該職員の給与等か

ら控除し徴収しているが、令和 3年 3月まで再任

用職員であり令和3年4月から会計年度任用職員

となった者について、4 月分給与から 3 月分の使

用料を徴収漏れしている事例があった。 

（職員課） 

徴収漏れしたものについては速やかに徴収す

るとともに、今後徴収漏れが発生しない業務プロ

セスを確立し、適正に調定されているか確認のう

え決裁するべきである。 

令和２年度に発生した徴収漏れにつ

いては、該当者に説明のうえ、徴収し

た。 

令和３年度には、同様の徴収漏れが

発生しないよう、各所属からの使用料

報告の内容と給与からの控除額が一致

することを確認する仕組みを導入した

ほか、チェックリストを作成して更に

確認する等の措置を講じた。 

（職員課） 

措置済 

イ 収入、支出額の計上を適正に行うべきもの 

神戸市交通局企画商品（グッズ）の販売につい

て、販売委託契約を締結し、契約に基づき売上金

額に応じた委託手数料を支払うこととなってい

る。委託先は、売上金額から委託手数料を差し引

いた額を神戸市に納付することとなっているが、

納付された額のみを収入額に計上していた。 

 地方自治法第 210 条では「一会計年度における

一切の収入及び支出は、すべてこれを歳入歳出予

算に編入しなければならない。」とされており、現

実の現金のやり取りにおいては相殺しても、帳簿

上支出と収入は相殺することなくすべて計上し

なければならない。            （営業推進課） 

売上金額の総額を収入額に、委託手数料の総額

を支出額に計上するべきである。 

指摘を受け、売上金額の総額を収入

額に、委託手数料の総額を支出額に計

上するよう所属内で改めて周知した。 

令和３年度に誤った方法で計上した

令和３年４月分から令和４年２月分に

ついては、令和４年３月 21 日付で一括

して修正する手続きを行った。 

令和４年３月分より都度、収入・支出

額を計上している。 （営業推進課） 

措置済 

(2) 支出に関する事務 

ア 交通局における支出負担行為決議の手順を

定めるべきもの 

各所管課における公用車借上、清掃業務、機械 令和４年３月11日付経営企画課長通 措置済 



令和３年度 財務定期監査（監査対象：交通局） 

指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

警備業務、ＡＥＤ賃貸借等の経理契約において、

支出負担行為決議をしていない事例があった。 

一般会計では、財務会計事務の手引きにおい

て、一般支出負担行為書や経理契約支出予定書に

よる事務処理手順が示されているが、交通局で使

用している財務会計システムでは、一般会計にお

ける一般支出負担行為書や経理契約支出予定書

に相当する機能を持っておらず、交通局の会計事

務の手引き（平成 27 年 4 月交通局総務課）でも

その事務処理手順が示されていない。 

（経営企画課） 

支出負担行為決議の手順を定め、遵守するべき

である。 

知「適正手続を行うための支出事務処

理の変更について」を発し、複数年度に

わたる全ての契約における事務処理を

変更し、各年度当初に支出負担行為決

議としての決裁を必ず行うこととする

旨、局内所属長あてに通知するととも

に、所属内での周知を指示した。 

（経営企画課） 

イ 支出予定総額の変更を適正に行うべきもの 

定例的経費であるＥＴＣ使用料及びチケット

によるタクシー借上料や、単価契約である産業廃

棄物等収集運搬・処分業務及び寝具等洗濯業務に

かかる支出事務において、施行決議で定める支出

予定総額を超えて支出している事例があった。 

（経営企画課、職員課、営業推進課、 

市バス運輸サービス課、市バス車両課、 

電気システム課） 

 支出予定総額を超えることが見込まれる場合

は、支出予定総額変更の決議を得たうえで支出す

るべきである。 

令和４年３月11日付経営企画課長通

知「適正手続を行うための支出事務処

理の変更について」を発し、定例的経費

の支出における「支出経過書」の作成・

添付を義務化する旨を局内所属長あて

に通知するとともに、所属内での周知

を指示した。    （経営企画課） 

*主な事項

・施行決議での支出予定額（支出予定額

を変更した場合は手書き修正） 

・施行決議の電子決裁番号（支出予定額

を変更した場合は、変更施行決議の

電子決裁番号を追記） 

・支出額 

・支出累計額 

措置済 

ウ 前渡金の管理を適正に行うべきもの 

前渡金について、次のような事例があった。 

(ア) 常時保管する前渡金については前渡金出

納簿を作成しているものの、随時資金前渡する

ものについて前渡金出納簿を作成していない事

例。                 （駅務統括所） 

(イ) 前渡金出納簿を作成しているが、支出した

令和４年４月１日付交通局経営企画

課長通知「前渡金・郵便切手類の適正な

取扱いについて」を発し、前渡金（一時

保管現金及び常時保管現金）の取扱方

法を改めて局内所属長あてに通知する

とともに、必要な周知と事務処理に関

措置済 



令和３年度 財務定期監査（監査対象：交通局） 

指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

金額が 1 か月の合計金額の記載のみで、支出ご

との記載や決裁がされていない事例。 

（市バス運輸サービス課） 

(ウ) 前渡金を金庫に一時保管していたが、新型

コロナウイルス感染症の影響により相手方に交

付する目途が立たず、結果的に 6 か月間にわた

り金庫で保管していた事例。      （職員課） 

前渡金については、神戸市交通局会計規程第 95

条の3で、前渡金管理者は前渡金出納簿を備えて、

受払を明らかにしなければならないことが定め

られている。 

また、現金取扱事務の手引（公金編）では、前

渡金のうち事業所等において常時必要とする経

費の取扱いについて「あくまでも一定額の支払資

金として用意しておくものであり、具体的な支出

負担行為についての意思決定（例えば何を購入す

るかの決定）までは行われていないため、別途意

思決定を行うことが必要です。方法としては、支

払状況表に決議欄を設ける支払内訳書か、別途簡

易決裁を作成することが考えられます。」とされ

ている。さらに、管理・保管について、「受領した

現金は、直ちに支払を要するものを除いて金融機

関に預金し、保管に万全を期さなければなりませ

ん。出金はその都度行うこととし、用務日の当日

に行うよう心がけてください。」とされ、不必要に

早く現金化し、長期間保管しないよう求められて

いる。 

規程等に則って事務を行い、適正に前渡金を管

理するべきである。 

する意識改善等を指示した。 

（経営企画課） 

（ア）（イ）指摘のあった各所属におい

ては、令和４年度から所定の文書を用

いた管理を実施した。 

（駅務統括所、市バス運輸サービス課） 

（ウ）原則として現金を取り扱わず、口

座振替を基本とするよう認識を改め、

止むを得ず現金を取り扱う必要が生じ

た場合には用務当日に出金すること、

直ちに支払が不可能な場合には金融機

関に預け入れることを所属内で徹底し

た。          （職員課） 

エ 委託料の支出を適正に行うべきもの 

企画乗車券「六甲・摩耶 1day チケット」の販売

委託について、販売枚数に応じて販売手数料を委

託先に支出しているが、令和 2 年 7 月から令和 2

年 9月分の販売手数料について、契約書で定めら

れた手数料単価のうち、小児 1 枚 43 円であると

ころ、誤って小児 1 枚 45 円で計算した請求を受

け、その請求どおりに支出し、過払いとなってい

た事例があった。       （営業推進課） 

令和２年７月から令和２年９月分の

販売手数料において、過払いとなって

いた販売数18枚×販売額の差額２円＝

36 円については、相手方からの返金を

受け、令和４年３月 30日に収入した。 

今後は、相手方からの請求内容（単

価・数量等）を起案時に再確認するとと

もに決議過程、支出審査過程での確認

措置済 



令和３年度 財務定期監査（監査対象：交通局） 

指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

契約書、仕様書、明細書、事業実績報告書その

他関係書類等に基づいて、適正に検査を行い、支

出するべきである。 

の厳格化を図ることで再発防止に努め

る。        （営業推進課） 

オ 経費の使途の確認を行うべきもの 

中央営業所勤務の職員と神戸北町操車場勤務

の職員との間で、勤務の相互応援体制を確立する

ことで、不要な公休日の出務や超過勤務の発生を

抑制し、もって経費の削減を図ることを目的に、

職員が自家用車を用いて中央・北町間を移動した

際に要したガソリン代及び有料道路通行料金の

実費弁償について要領を定め、運用している。 

要領の「支払方法及び事務手続」では、対象職

員への支払は営業所前渡金により現金で支払う

こととしたうえで、「ＥＴＣ利用でない場合の有

料道路通行料金については、対象職員から提出さ

れた領収書を貼付しておく。また、必要に応じて

ＥＴＣ利用の場合の支払履歴の調査を行う。」と

しているが、ＥＴＣ利用の履歴の確認をしていな

かった。           （中央営業所） 

ＥＴＣ利用証明書や利用明細書の提出を求め、

利用ごとに確認するべきである。 

指摘を受けた、中央営業所－北町操

車場間の有料道路通行料金の精算にあ

たっては、令和４年２月１日付で「中央

営業所（中央～北町）の相互応援体制に

係るガソリン代等の実費弁償につい

て」を改訂し、利用証明（利用明細・領

収書）の提出をもって弁償するものと

し、利用履歴を確認できない場合、いか

なる場合でも弁償しないこととした。 

また、営業所のＥＴＣカードリーダ

を用いて利用履歴を確認し、利用履歴

をプリントアウトして、記録として保

存することとした。  （中央営業所） 

措置済 

(3) 契約に関する事務 

ア 次年度以降にわたる契約を適正に行うべき

もの 

地方自治法第 232 条の 3 では、「普通地方公共

団体の支出の原因となるべき契約その他の行為

（これを支出負担行為という。）は、法令又は予算

の定めるところに従い、これをしなければならな

い。」とされており、同法第 214 条では債務負担

行為について、「歳出予算の金額、継続費の総額又

は繰越明許費の金額の範囲内におけるものを除

くほか、普通地方公共団体が債務を負担する行為

をするには、予算で債務負担行為として定めてお

かなければならない。」とされている。 

また、同法第 234 条の 3では長期継続契約につ

いて、「普通地方公共団体は、第 214 条の規定に

かかわらず、翌年度以降にわたり、電気、ガス若

（ア）御崎Ｕビル維持管理経費の負担

に関する協定に関しては、協定の相手

方である神戸交通振興株式会社が令和

３年度までで一切の業務を停止したこ

とにより、同協定は終了した。 

 令和４年度からは、同ビルの維持管

理業務を引き継いだ株式会社ＯＭこう

べ（現・株式会社こうべ未来都市機構）

との間に令和４年４月１日付で締結し

た負担金協定は単年度協定であり、今

後の契約については再確認し、単年度

と複数年度のどちらがよいか考えてい

く。        （経営企画課） 

措置済 



令和３年度 財務定期監査（監査対象：交通局） 

指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

しくは水の供給若しくは電気通信役務の提供を

受ける契約又は不動産を借りる契約その他政令

で定める契約を締結することができる。この場合

においては、各年度におけるこれらの経費の予算

の範囲内においてその給付を受けなければなら

ない。」とされている。 

さらに、行財政局長より局室区長宛に、「適正な

契約事務の徹底について（通知）」（平成 20 年 10

月 14 日行行コ第 616 号）が発せられており、こ

の通知では会計年度独立の原則のもと、債務負担

行為の手続を経ていない場合や長期継続契約の

要件に該当していない場合には、年度を超える契

約はできないものとされている。 

債務負担行為の設定又は長期継続契約を締結

していないにもかかわらず、複数年度にわたる契

約としていた事例や、債務負担行為を設定してい

ないにもかかわらず、後年度における契約の継続

を前年度に約束する自動更新条項を設定した契

約を締結している事例があった。 

①毎年、年度ごとに契約を締結するか、②債務

負担行為を設定したうえで複数年度契約とする

か、③長期継続契約の対象となるものについては

複数年度で「翌年度以降において歳入歳出予算の

金額について減額又は削除があった場合は、当該

契約は解除する」旨の条項を付して長期継続契約

とするか、いずれかの方法によるべきである。 

(ア) 単年度契約に自動更新条項を設定してい

た事例（御崎Ｕビル維持管理経費の負担に関す

る協定書）。                （経営企画課） 

(イ) 債務負担行為を設定せずに複数年度にわ

たる契約を締結していた事例（北神市営化対応

時の残課題対応に伴うスルッとＫＡＮＳＡＩシ

ステム改修業務に係る委託契約書、プリンター

保守サービス契約書）。 

（経営企画課、駅務統括所） 

(ウ) 債務負担行為を設定せずに複数年度にわ

たる契約を締結し、かつ自動更新条項を設定し

ていた事例（バス操車業務用詰所にかかる賃貸

（イ）複数年度にまたがる業務を委託

しようとする場合、債務負担行為を設

定して財源面で裏付するべきであるの

に、長期継続契約と認識して契約行為

を行った事例、後年度の財政負担を生

じない契約であるため債務負担行為に

よる財源面の裏付が必要ないと判断し

た事例である。 

 前者に関しては、令和４年３月１日

付で「神戸市交通局長期継続契約を締

結することができる契約に関する要

綱」を新たに制定するとともに、同日付

交経第 1757 号で経営企画課長通知「神

戸市交通局長期継続契約を締結するこ

とができる契約に関する要綱の制定お

よび長期継続契約の事務処理につい

て」を発したことにより再発防止を図

るとともに、判断のつかない事案では

局内で部署を超えて相談したうえで、

事務処理を行う。 

 後者に関しては、長期継続契約とす

ることとした。 

（経営企画課、駅務統括所） 

（ウ）令和５年４月１日付で長期継続

契約とするよう交渉する。 

（市バス運輸サービス課） 

措置済 

措置方針 



令和３年度 財務定期監査（監査対象：交通局） 

指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

借契約書、バス停留所施設にかかる土地賃貸借

契約書）。  （市バス運輸サービス課） 

イ 交通局における長期継続契約の運用のルー

ルを定めるべきもの 

長期継続契約については、地方自治法第 234 条

の 3のほか、神戸市長期継続契約を締結すること

ができる契約に関する条例において、長期継続契

約を締結することができる契約が定められてい

る。その運用について、行財政局が神戸市長期継

続契約を締結することができる契約に関する要

綱（以下「要綱」という。）や「神戸市長期継続契

約を締結することができる契約に関する条例」の

事務取扱い（以下「事務取扱い」という。）を定め

ている。 

神戸市交通事業管理者が行う契約における長

期継続契約の運用ルールについては、独自のルー

ルは設けておらず、「要綱」や「事務取扱い」を準

用しているとのことであるが、それらによれば長

期継続契約として取り扱うことができないもの

を長期継続契約としていた事例や、「事務取扱い」

で「行財政局長が特に必要があると認める」契約

や契約期間に関する適用手続の交通局における

取扱いが不明なまま契約が締結されている事例

があった。 

長期継続契約は予算単年度主義及び債務負担

行為の例外をなすものであり、法の趣旨を踏まえ

た運用を行うために、交通局における運用のルー

ルを定め、局内に周知徹底するべきである。 

  （経営企画課） 

令和４年３月１日付で「神戸市交通

局長期継続契約を締結することができ

る契約に関する要綱」を新たに制定す

るとともに、同日付交経第 1757 号で経

営企画課長通知「神戸市交通局長期継

続契約を締結することができる契約に

関する要綱の制定及び長期継続契約の

事務処理について」を発し、 

・長期継続契約が可能な契約を列挙す

るとともに、交通局長が特に必要が

あると認める契約の場合の取扱い 

・長期継続契約とする場合は、契約書に

その旨を明示すべきこと 

・各年度の当初（契約初年度の翌年度以

降）に支出決議を必要とすること 

を局内各所属に周知した。 

（経営企画課） 

措置済 

ウ 随意契約結果の公表を行うべきもの 

令和2年 4月以降に締結した次の随意契約につ

いて、案件名称、契約日、契約金額、随意契約理

由等必要な公表をしていなかった。 

(ア) 予定価格が 250 万円（税込）を超える工事

請負契約 

(イ) 地方公営企業法施行令第21条の 14第 1項

第 3号及び第 4号の規定による契約 

特命随意契約のうち、法令に基づき

公表すべき契約について公表をしてい

なかった情報については、令和３年度

末までに全て公表を行った。 

法定された責務であり、今後怠るこ

となく順次公表していく。 

（経営企画課） 

措置済 



令和３年度 財務定期監査（監査対象：交通局） 

指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

(ウ) 予定価格が 100 万円（税込）を超える物品

購入契約等 

(エ) 契約金額が 100 万円（税込）を超える委託

契約 

公共工事については、公共工事の入札及び契約

の適正化の促進に関する法律施行令第 7条に、地

方公営企業法施行令第 21条の 14第 1項第 3号及

び第 4号の規定による契約については、神戸市交

通局契約規程第 26 条第 2 項に公表に関する定め

がある。このほか、「委託契約等における特命随意

契約の公表及び委託契約事務等の整理について

（通知）（平成 25年 2月 4 日行財契第 1395 号）」

では、委託契約における特命随意契約の公表や、

経理契約における随意契約の公表について通知

されており、委託契約について「委託契約等にお

ける随意契約の公表に関する取扱い（令和 2年 10

月 1 日行財政局契約監理課長決定）」が定められ

ている。           （経営企画課） 

契約の公正性や透明性を高めるため、随意契約

結果を適正に公表するべきである。  

エ 再委託の承諾手続を適正に行うべきもの 

委託契約における再委託の承諾手続に関して、

次のような事例があった。 

(ア) 神戸市交通局公金集金業務に係る委託契

約において、「再委託承諾願」により再委託及び

再々委託を承諾しているが、「再委託承諾願」に

は再委託先事業者名と再々委託事業者名の記載

はあるが、それぞれの住所、代表者名や、委託業

務のうちどの業務を再委託先及び再々委託先が

行うのかといった具体的な記載がなかった。ま

た、「再委託承諾書」は、「再委託承諾願」の下部

に「上記の件、承諾します」との記載があるのみ

で、再委託の条件などの記載はなかった。 

 （経営企画課） 

(イ) 自動車料金精算業務に係る委託契約にお

いて、「再委託承諾願」により再委託を承諾して

いるが、「再委託承諾願」には再委託先事業者名

の記載はあるが、住所、代表者名や、委託業務の

（ア）（イ）の事案ともに、令和４年

度以降の契約については、委託先企業

と十分に協議のうえ、所定の様式に再

委託内容の詳細を記載してもらい、必

要な審査、決議を行ったうえでこれを

承諾し、契約を締結した。 

（経営企画課、営業推進課） 

措置済 



令和３年度 財務定期監査（監査対象：交通局） 

指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

うちどの業務を再委託するのかといった具体的

な記載がなかった。また、「再委託承諾書」は、

「再委託承諾願」の下部に「上記の件、承諾しま

す」との記載があるのみで、再委託の条件などの

記載はなかった。 （営業推進課） 

委託契約については、約款で原則として再委託

を禁止しており、再委託をする場合は一括再委託

に該当しないか等を確認するため事前の承諾が

必要とされ、再々委託についても同様であるが、

上記の事例では必要な確認がされないまま承諾

している。 

一括再委託を防止するとともに、業務品質を確

保するため、再委託等に係る業務の確認を行うと

ともに必要な条件を付したうえで承諾するべき

である。 

オ 公金徴収事務委託の告示及び公表を行うべ

きもの 

グッズの販売委託契約を私人と締結し、販売代

金の徴収を委託しているが、地方公営企業法施行

令第 26 条の 4 第 1 項の規定によりその旨を告示

し、かつ、当該公金の納入義務者の見やすい方法

により公表するべきところ、行っていなかった。 

（営業推進課） 

公金の徴収事務を私人に委託したときは、地方

公営企業法施行令に定める告示及び公表を行う

べきである。 

公金徴収業務を告示する際、所属内

での情報共有が不足したことから、告

示漏れを生じた事案である。 

令和３年度のグッズ販売委託契約に

ついては、令和３年 12 月 17 日に一括

して掲示による告示を行った。 

また、公金の徴収事務を私人に委託

する場合は、告示、公表が必要であるこ

とについて、所属内で周知徹底を行っ

た。        （営業推進課） 

措置済 

カ 発注を適正に行うべきもの 

松原営業所の建替工事に関連して、工事の進捗

に伴い昼間のバス車両停止区画を変更するため

の区画線工事を実施したが、建替工事の状況に応

じて区画線の位置や既存区画線の消去部分を決

定することから、区画線工事の当日まで発注数量

が確定せず、事後になって起案日、決裁日、発注

日、納入期限を区画線工事実施の日付とした発注

書を作成し、決裁していた事例があった。 

交通局専決調達事務処理に関するマニュアル

発注数量が確定できない状態で発注

をしなければならない場合の事務処理

として、見積同時発注などの例外的な

処理方法を定めているが、十分に周知

ができていなかった。 

契約事務手続の錯誤が起こらないよ

う、見積同時発注の手順を所属内で周

知徹底した。 

今後、本事案のように例外的な対応

措置済 



令和３年度 財務定期監査（監査対象：交通局） 

指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

では、発注する数量等が確定しない場合における

「見積同時発注」の手順として、金額や数量等が

確定していない場合は品目等その時点で判明し

ている事項のみ発注書に記載して決裁を受ける

こと、発注書の写しにより役務の発注をするこ

と、発注後に実際の数量、単価や見積金額等を発

注書に加筆し所属長による確認日の記載及び確

認印を得たうえで業者へＦＡＸ等で送付するこ

とが示されている。  （市バス運輸サービス課） 

事前に数量が確定しない場合は、見積同時発注

の手順により適正に事務処理を行うべきである。 

が必要となる状況の場合には、所属を

超えて相談し、対応策を検討すること

とする。 （市バス運輸サービス課） 

キ 前金払を行った場合の委託業務の履行確認

を適正に行うべきもの 

前金払を行った場合、履行検査の対象となる金

額（履行届兼検査合格報告書の記載金額）は、既

に行った前金払の支出分も含めた金額となるが、

履行届兼検査合格報告書に記載されていた金額

が前金払の支出分を除いた金額（請求金額と同

額）となっていた事例があった。 

・伊川谷駅エレベータ更新に伴う介助業務（委託

契約） 

委託料 32,450,000 円（うち 9,730,000 円は契

約締結後、受託者の請求に基づき前金払） 

履行届兼検査合格報告書記載金額 22,720,000

円（前金払の支出分を除いた金額） （施設課） 

前金払を行った場合の履行検査の対象は、前金

払の支出分も含めた金額とするべきである。 

委託先事業者から提出された「納品

書（履行届）兼検査合格報告書」の中で、

委託料総額と前払金の額が明記され、

前後の経緯が明らかにされていたとし

ても、文書の性格上、合計金額欄には委

託料総額が記載されるべきであり、今

後は記載された内容を精査し、誤記の

ある場合は業者に修正するよう、また、

以降の書類の書き方についても指導を

行うこととした。    （施設課） 

また、同事案では提出された「納品書

（履行届）兼検査合格報告書」や「請求

書」が交通局の指定様式が用いられて

いた。事業者側においては、完成時払の

請求書と同時に作成されるのが通例と

なっている。書面ごとに合計金額欄に

異なる金額を記載するよう指導しても

理解を得ることが困難と判断し、令和

４年３月 11 日付経営企画課長通知「適

正手続を行うための支出事務処理の変

更について」を発し、交通局指定様式を

廃止する等の措置を講じた。 

（経営企画課） 

措置済 



令和３年度 財務定期監査（監査対象：交通局） 

指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

(4) 財産の管理に関する事務 

ア 債権の管理を適正に行うべきもの 

神戸市の債権の管理に関する事務処理は、神戸

市債権の管理に関する条例で定められており、債

権を適正に管理するため必要な台帳を整備する

こと（第 5条）や、履行期限までに履行しない場

合は期限を指定して督促状を発して督促しなけ

ればならないこと（第 6条）等が定められている。 

また、債権のうち時効が成立し消滅したもの

は、不納欠損処分を行い決算値に反映することが

必要とされている。 

私債権は民法の規定により、時効の援用が必要

とされるが、時効期間満了後は、条例の規定によ

り債権放棄も可能とされている。 

交通局の財務会計システムから出力される入金

状況一覧には、未収金額が記載されているが、次

のとおり債権が適正に管理できていない事例や、

誤って二重に調定されたにもかかわらず削除され

ていない事例があった。 

④は、退職手当の金額に誤りがあり、過払いに

つき返還を求めているものだが、督促や催告に関

する資料や債務者との交渉を記録した資料は残

っておらず、債権管理台帳にも記載が漏れていた

二重調定の削除漏れや債権管理台帳

への記載漏れの再発防止策として、以

下の手順を局内で定め、各所属に通知

する。 

・経営企画課が、決算期に財務会計シス

テムから未収金リストを生成、誤調

定・二重調定を削除するとともに、各

所属ではこれを確認する。 

・各所属は、誤調定・二重調定があれば、

それを削除し、発生した未収金を確

認して、債権管理台帳に登載する。 

・各所属は、未収金ごとに、督促の時期、

頻度、回数等を計画し、所属長の決裁

を得る。 

・各所属は、未収金の回収に努めるとと

もに、交渉経緯を詳細に記録に残す。 

・各所属は、未収金の回収交渉が進展し

ない場合、経営企画課と協議のうえ、

以後の対応策を決定する。 

（経営企画課） 

なお、過年度において生じた、未収金

リストに表示された事案（①②③⑤⑧

⑨⑩⑪⑫）については、二重調定である

ことが明らかであることを再確認のう

えで、過年度の決算における誤りとし

て、令和３年度の決算において反映さ

せる。       （経営企画課） 

④の退職手当の過払いに伴う返還金

については、令和３年度中に数回にわ

たり文書・電話・自宅訪問による催告を

行ったが、債務者本人との連絡がつか

ず、返還される見込みが立たないこと

から、今後債権放棄を行う方針である。 

（職員課） 

措置方針 

№ 事業会計 節名称 調定年月 件数 未収金額

① 自動車
平成20年3月、
平成24年3月

5件 1,852,016円

② 自動車 雑入
平成20年3月、
平成24年3月、
平成29年9月

3件 53,246円

③ 高速 平成20年3月 1件 23,374円

④ 高速 雑入 平成20年11月 1件 162,285円

（職員課）

№ 事業会計 節名称 調定年月 件数 未収金額

⑤ 自動車
旅客運輸
収入

平成22年5月、
平成24年3月

15件 9,185,007円

⑥ 自動車
旅客運輸
収入

平成20年10月
～令和3年1月

11件 91,040円

⑦ 自動車 雑入 平成25年10月 1件 6,000円

⑧ 自動車 雑入 令和3年3月 3件 161,230円

⑨ 高速 雑入 平成20年3月 7件 1,321,692円

⑩ 高速 広告料 平成20年3月 1件 577,500円

⑪ 高速
土地物件
貸付料

平成20年3月 1件 706,860円

⑫ 高速 構内営業料 令和2年2月 1件 231,000円

（営業推進課）

№ 事業会計 節名称 調定年月 件数 未収金額

⑬ 自動車 雑入
平成20年11月、
平成30年5月

2件 137,160円

（市バス運輸サービス課）



令和３年度 財務定期監査（監査対象：交通局） 

指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

ため、詳しい経緯は不明となっている。 

⑥は、市バスの不正乗車に係る料金で、関係の

簿冊で債権を管理しているが、平成 20 年度調定

の 1 件と平成 22 年度調定の 1 件については記録

が残っておらず、債権管理状況は不明となってい

る。 

⑦は、グッズの販売代金で、平成 30 年度に督

促を行っているが、債権管理台帳は作成されてお

らず、事務引継ぎも行われていない。 

⑬は、平成 20年 11 月調定の 1件は、そのよう

な債権が残っていること自体所管課で把握して

おらず、内容が不明となっているものである。平

成 30 年 5 月調定の 1 件は事故によるバス停留所

施設損傷の示談金で、平成 31 年 3 月と令和 2 年

7 月に電話をかけたメモが残っているが、督促状

は送付しておらず、返送を依頼した示談書も返送

されていない。 

①②③⑤⑧⑨⑩⑪⑫は、調査を行った結果、二

重調定の削除漏れとのことである。  

収納済みにもかかわらず調定の残っているも

のについては内容を再確認するとともに、原因を

究明のうえ、同じミスを繰り返さないよう問題を

解決するべきである。 

なお、過年度の未収金は、過年度の決算におい

て決算値として確定させ公表したものである。そ

の重要性に鑑みると、誤って登録していたことが

判明したからと言って安直に削除すれば済むと

いうものではない。誤って登録した調定について

は、当初の調定や月々の入金状況一覧のチェッ

ク、決算作業時において、確認・突合等を慎重に

行うべきであり、年度末までに財務会計システム

から削除し、正しい決算値とするとともに、その

仕組みづくりに取り組むべきである。 

債権管理については、滞納の初期段階での対処

方法を構築するほか、見える化された台帳を作成

し、督促等の時効中断事由や納付交渉の記録をす

⑥の市バスの不正乗車に係る料金の

うち、債権９件については、⑦を加え

て、改めて債権管理台帳として整理し

直した。 

引き続き文書・電話で催告し、それで

も入金のないものがあれば、条例に基

づき適切に対処する。 

なお、⑥のうち、平成 20年度調定分

（2,800 円）及び平成 22 年度調定分

（2,200 円）については、簿冊に記載が

ないため未収債権である確証がない

が、この場合の債権管理における取扱

いを検討のうえで適切に管理をする。 

（営業推進課） 

⑬の事案のうち、平成 20 年 11 月調

定の件については、引き続き調査する

が、内容が判明しなければ、不納欠損処

理することを検討している。 

 平成 30年 5月調定の件については、

改めて損害賠償金の納付と示談書の返

送について催告したが、納付期限を過

ぎても返納、返送あるいは何らの連絡

も得られなかったため、内容証明と配

達証明により、督促状及び示談書を再

度送付した。 

 その結果、調定金額 99,360 円につい

て、令和４年４月６日に先方から納付

があった。 （市バス運輸サービス課） 



令和３年度 財務定期監査（監査対象：交通局） 

指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

る必要がある。そのうえで法的措置等も含めた回

収対策を実施するべきである。 

また、債務者や債権の内容等の調査を尽くす必

要があるが、それでも不明なものは、神戸市債権

の管理に関する条例の規定に基づく債権放棄の

手続を進め、不納欠損処分とすることができる。 

今後の対応、体制だけでなく、そもそもの原因

から詰めていかなければ、また同じことが起きる

おそれがある。誰が担当し、どこに原因があった

か、誰が引継ぎをしなかったか、原因をできる限

り調べて今後に活かし、債権の発生から回収まで

の手立てを構築し、その仕組みを組織として実践

するべきである。 

イ 保管現金・郵便切手類を適正に管理するべき

もの 

(ア) 保管現金を適正に管理するべきもの 

金庫内の現金について、次のような事例があ

った。 

Ａ 存在が失念され、どのような来歴のもの

かを説明できないものがあり、管理状況が

把握できていない事例。 （営業推進課） 

Ｂ 前渡支出した常時保管現金の日々の点検

を行っていない事例。  

（市バス運輸サービス課、市バス車両課、 

石屋川営業所、中央営業所、垂水営業所、

駅務統括所）

Ｃ 一時保管の前渡金について、現金の検算

チェックシートなどにより金融機関への入

金や相手方に交付する時に複数の職員で検

算、確認をしていない事例。 

（市バス運輸サービス課） 

現金取扱事務の手引（公金編）では、金庫等に

関して「毎朝保管現金に異常がないか確認する

とともに、随時、保管金品を点検してください。」

等の注意事項が定められている。 

 また、現金等管理マニュアルでは、現金取扱時

のチェックとして「現金を金庫等で一時保管し

令和４年４月１日付交通局経営企画

課長通知「前渡金・郵便切手類の適正な

取扱いについて」を発し、前渡金（一時

保管現金及び常時保管現金）の取扱方

法を改めて局内所属長あてに通知する

とともに、所属内での周知、事務処理に

関する意識改善等を指示した。 

その中で、常時保管現金について、毎

始業時・終業時に複数職員で残高確認

を行い、帳簿管理すること、一時保管現

金について、現金の検算チェックシー

トにより、入出金を生じるごとに所属

長に確認を求めること等を求めてい

る。        （経営企画課） 

 Ａの管理状況が把握できていなかっ

た金庫内の現金 3,841 円については、

可能な限り調査を行ったが来歴が判明

しなかったため、令和３年度の雑収入

として公金化した。 （営業推進課） 

Ｂ、Ｃの各課においては、令和４年４

措置済 



令和３年度 財務定期監査（監査対象：交通局） 

指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

た場合は、当該現金を金融機関等へ入金する時、

若しくは金融機関等の集金時、又は相手方へ交

付する時に、再度、複数の職員で検算し、金額に

間違いがないか確認すること。」「つり銭資金、交

際費 、還付のための準備金等、常時必要となる

事務経費として交付を受けた前渡金（常時保管

現金）については、毎日、原則として始業時・終

業時に、複数の職員による残高検算を行うこ

と。」とされている。 

金庫内に保管される現金等についてはその内

容等についてすべて把握し、金庫内に来歴の不

明なものが長期間放置された状態とならないよ

うにするとともに、日々の点検を行い、適正に管

理するべきである。金庫の周辺をカメラにより

監視を行っている所属もあるが、映像データの

保存期間や機器の動作不良の可能性も考慮し、

日々の点検を行うべきである。 

月１日付の経営企画課長通知を受け

て、手引き、マニュアルに沿ってチェッ

クシートを作成し、適正に管理を行う

よう事務処理を是正した。 

（市バス運輸サービス課、市バス車両

課、石屋川営業所、中央営業所、垂水営

業所、駅務統括所） 

(イ) 郵便切手類の管理及び取扱い時のチェッ

クを適正に行うべきもの 

郵便切手類（タクシーチケット、ＩＣカード、

ＥＴＣカード、神戸市バスカード、Ｕラインカー

ド、図書カード等）の取扱いについて、次のよう

な事例があった。 

Ａ 物品管理簿が作成されていない事例。 

（経営企画課、職員課、営業推進課、 

市バス運輸サービス課、市バス車両課、 

石屋川営業所、中央営業所、垂水営業所、 

駅務統括所） 

Ｂ 受領又は交付の都度、物品管理者が物品管

理簿の記載内容を確認のうえ押印していない

事例。          （運転統括所） 

Ｃ 使用簿を作成していない事例。  

  （市バス運輸サービス課、駅務統括所） 

Ｄ 使用簿は作成しているが、使用日ごとに使

用状況の確認、旅行命令、履行確認決裁を行

っていない事例。 

（営業推進課、市バス運輸サービス課、 

市バス車両課、運転統括所、駅務統括所）

令和４年４月１日付交通局経営企画

課長通知「前渡金・郵便切手類の適正な

取扱いについて」を発し、郵便切手など

有価物の取扱方法を改めて局内所属長

あてに通知するとともに、必要な周知

と事務処理に関する意識改善等を指示

した。 

その中で、有価物の種別ごとに物品

受払整理簿を作成し、受払の都度所属

長の確認を受けるなど残数管理を行う

こと、カード類については使用簿（兼部

内出張命令簿）を作成し、事案ごとに所

属長の承認を得て使用すること、使用

が終わるごとに返却すること等を求め

ている。また、交通局が発行する業務乗

車証については、必要とする業務が終

了した後はすみやかに返却させるよう

再度徹底した。   （経営企画課） 

市バスの営業路線において使用する

ＥＴＣカードの使用状況の管理方法に

措置済 

措置方針 



令和３年度 財務定期監査（監査対象：交通局） 

指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

Ｅ 渡しきりにしており、必要の都度の交付が

できていない事例。 

（市バス運輸サービス課、運転統括所） 

郵便切手類について、現金取扱事務の手引（公

金編）では、「郵便切手類は、金銭的価値を有し

ていること等により、盗難や不正使用のリスク

が高いことから、金庫等（金庫又は施錠可能な保

管場所）に保管したうえで、異動の記録と定期的

な点検を行うことで、事故の発生を防止し、万一

事故が発生した場合でも、発生時点や原因を容

易に把握できるようにしておく必要がありま

す。ついては、下記の各項目に基づいて取扱って

ください。」とされ、適正な保管、適正な在庫の

確保、適正な交付、管理簿の作成が求められてい

る。 

そして、郵便切手類のうちＥＴＣカードの取

扱いについては、「ＥＴＣカードの取扱いについ

て（通知）」（平成 17 年 9 月 12 日会会第 167 号

行行第 57号）により、カードを受け入れた時点

で「ＥＴＣカード管理簿」を作成し、カード番号

を記入（使用者あるいは使用車を特定する場合

は、あわせて記入）のうえ、物品管理者の決裁を

受けることや、使用後の事務手続として、使用者

は「ＥＴＣカード使用簿」に使用日及び使用区間

を記入し、認印を押印のうえ、運転日報とともに

事務担当者へ提出すること等が通知されてい

る。また、ＩＣカードの取扱いについては、「Ｉ

Ｃカードの取り扱いについて」（行財政局組織制

度課）により、カードを受け入れた時点で管理簿

を作成し物品管理者の決裁を得ること、使用者

は使用簿に記入すること等の管理手順が示され

ている。 

市バス営業路線で使用するＥＴＣカードにつ

いては、日々の運行で頻回に使用するため、「Ｅ

ＴＣカード使用簿」の様式による履行確認が馴

染まない場合、別途適正な履行確認ができる仕

組みの構築が必要である。 

ついて、履行確認できる仕組みの構築

を提案されたことについては、様々な

方途を検討したが、現実的な方策を見

い出せていないため、引き続き検討し

たい。  （市バス運輸サービス課） 



令和３年度 財務定期監査（監査対象：交通局） 

指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

物品管理簿及び使用簿を作成して使用状況を

把握し、事故の未然防止のため適正にチェック

等を行うべきである。 

(ウ) 管理職による定期的なチェックを適正に

行うべきもの 

保管現金・郵便切手類について、残額、残数等

の定期的なチェックが、一部行われていないも

のがあった。 

現金等管理マニュアルでは、「これまでに発生

した現金関係の不祥事は、管理職による定期チ

ェック不足が大きな原因となっています。また、

逆に定期的なチェックを行っていたために被害

が最小限で済んだ事例もあります。」としたうえ

で定期的な点検のルール化を求めており、「所属

長は、少なくとも毎年度 3 回（前年度からの引

継状況の確認を行う年度始め【4 月】、自主監査

実施時【7～8月】、従前の自主監査実施時期であ

る年末【12 月】）、保管現金の残額・預金通帳の

残高を確認し、不適切な収入・支出（現金取引以

外の口座振込等によるものを含む。）がないかど

うか自らチェックすること。また、郵便切手類の

残数（プリペイドカードについては、カードごと

の残額も）と郵便切手類管理簿上の残数（プリペ

イドカードについては、プリペイドカード使用

簿兼近距離旅行命令書の残高も）が一致してい

るかどうかを実際に数えてチェックすること。」

「所属長の直近上位の上司が、少なくとも年 1

回、自主監査実施時に合わせて、自ら保管現金・

郵便切手類・親睦会費についての上記チェック

を行い、仕組みどおり適正に処理されているか

検証すること。」とされている。 

（経営企画課、職員課、営業推進課、 

市バス運輸サービス課、市バス車両課、 

石屋川営業所、中央営業所、垂水営業所、 

地下鉄運輸サービス課、施設課、 

電気システム課、地下鉄車両課、 

運転統括所、駅務統括所） 

令和４年４月１日付交通局経営企画

課長通知「前渡金・郵便切手類の適正な

取扱いについて」を発し、所属長、部長

級職員に対し有価物の定期チェックが

責務であることを改めて通知するとと

もに、必要な周知と事務処理に関する

意識改善等を指示したところである。 

その中で、所属長による少なくとも

年３回の在庫高の定期チェックと、そ

の直近上位の部長級職員による少なく

とも年１回の定期チェックを、それぞ

れが主体的に行うよう求めている。 

今後、適正な定期チェックによって

事故防止に努めたい。 （経営企画課） 

措置済 



令和３年度 財務定期監査（監査対象：交通局） 

指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

事故の未然防止のため定期的なチェックを適

正に行うべきである。 

ウ 領収証書を適正に取り扱うべきもの 

領収証書の取扱いについて、次のような取扱い

をしていた。 

(ア) 一連番号が付されていない。 

(イ) 金庫等に保管されていない。 

(ウ) 神戸市交通局会計規程第 78 条で領収証書

の交付を省略することができるとされているも

の以外の収入金に対し、領収証書を発行してい

ないものがある。 

(エ) 複写式の領収証書の記入時に両面カーボ

ンを使用していない。 

(オ) 領収証書に直接記載したうえで交付し、白

紙の原符だけが残っているものがある。 

(カ) 取扱者印、出納員の点検印がない。 

(キ) 領収証書使用簿の作成や、集計の際に日計

表等に使用した領収証書の番号を記入していな

い。 

領収証書（つづり）の取扱いについては現金取

扱事務の手引（公金編）により、一連番号を付す

こと、必ず金庫等で保管すること、交付が省略で

きるもの以外は領収証書を交付しなければなら

ないこと、複写式の領収証書には両面カーボンを

使用して記入すること、原符に実際の取扱者がわ

かるよう使用の都度取扱者の認印を押印するこ

と、一日の業務終了後に出納員等による日計表又

は調定決議書の決議にあたり原符に点検印を押

印すること、領収証書使用簿を作成し所属長の確

認を受けること、集計の際に日計表等に使用した

領収証書の番号を必ず記載すること等が定めら

れている。 （営業推進課） 

領収証書の使用、保管にあたり必要な事務処理

を再確認し、適正な取扱いをするべきである。 

なお、領収証書は、市民等の側からすれば支払

済の証拠となるものであり、また市側にとって

も、その控は収納済の証拠や集計の際の基礎資料

となる重要なものである。イベント会場における

領収証書の使用・保管にあたり必要

な事務処理を再確認し、今後、一連番号

の記入、両面カーボンの使用、点検印の

押印、使用簿の作成、日計表への番号記

入など、適切な事務処理を行うよう所

属内で周知した。 

令和４年３月時点で実査後に領収証

書を使用する機会はなかったが、領収

証書は金庫で適切に保管している。 

さらに、今後イベント会場における

グッズ販売の際、全ての購入者に領収

証書を発行するため、レジスターの導

入を検討する。   （営業推進課） 

措置済 
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指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

グッズ販売ですべての購入者に領収証書を発行

することが難しい場合は、グッズの管理簿を作成

し、受領や交付の都度所属長の確認を得るなど適

正な在庫管理を行うとともに神戸市交通局会計

規程を見直すべきである。 

エ 印影等を印刷した文書を適正に管理するべ

きもの 

神戸市交通事業管理者の印の印影等の印刷を

した納入通知書用紙の管理について、次の事例が

あった。 

(ア) 施錠できる場所に保管・管理し、管理簿を

作成しているものの、管理簿上の残数と在庫数

が不一致となっている事例。  （経営企画課） 

(イ) 施錠できる場所に保管・管理しておらず、

管理簿も作成していない事例。 

（市バス運輸サービス課） 

神戸市交通局公印規程第 4 条第 1 項では、「一

時、大量に公印の押印を必要とする文書その他の

交通事業管理者が必要があると認める文書は、公

印の押印に代えて、その印影又はこれを伸縮した

もの(以下「印影等」という。)を印刷することが

できる。」とされ、同条第 4項では、「第 1項の場

合において、印影等を印刷した文書の保管等を厳

正に行うとともに、常にその出納状況を明らかに

しなければならない。」とされる。 

管理簿を作成するなど常にその出納状況を明

らかにし、厳正に保管するべきである。 

（ア）の事案では、実査後に棚卸を行

い、以降は交付枚数と現在高枚数を

正確に記帳したうえ、実際の在庫数

との整合を確認するよう管理方法を

改めた。     （経営企画課） 

（イ）の事案では、令和４年１月より、

施錠可能な場所に収納し、管理簿を

作成して、記帳しなければ交付しな

いこととした。 

（市バス運輸サービス課） 

措置済 

オ 情報セキュリティ対策を適正に行うべきも

の 

(ア) 情報資産の持ち出し許可を適正に得るべ

きもの 

  情報資産の持ち出しにあたり、情報管理者で

ある所属長の許可を適正に得ていない次の事例

があった。 

Ａ 金融機関と振込情報のやり取りをする際

に、許可を得ずに情報を提供していた事

例。                    （経営企画課） 

（ア） 

Ａの事案では、実査の後、神戸市情報

セキュリティ対策基準および情報シス

テムセキュリティ実施手順書に定める

とおり、情報提供日時、相手方、内容を

明示する様式を作成し、令和３年 11 月

より事前に所属長の許可を得ることと

した。       （経営企画課） 

措置済 
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指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

Ｂ 職員睡眠時無呼吸症候群スクリーニング

検査業務及び精密検査業務において、請負

先に職員の個人情報を提供しているが、実

施決裁で対象者名簿を実施機関に提供す

ることの記載はあるものの、日時・担当者

及び提供概要を記載していなかった事例。 

  （職員課） 

神戸市情報セキュリティ対策基準では、「機密

性 2 以上の情報資産を外部に提供する者は、情

報管理者に事前に許可を得たうえで、日時・担当

者及び提供概要を記録しなければならない。」と

定められている。 

情報資産を所属外に持ち出す場合には日時、

担当者及び提供概要を記録し、情報管理者に事

前に許可を得たうえで持ち出すべきである。 

 Ｂの事案では、実査の後は、同様の事

案が無いが、令和４年度から検査等の

ために職員の個人情報を外部に委ねる

際には、情報提供日、相手方、提供する

情報の概要など必要な情報を明記した

うえで所属長の決議を仰ぐべき旨を所

属内で周知をした。   （職員課） 

(イ) 業務請負先における個人情報の適切な取

扱いを確保するための確認を行うべきもの 

 上記(ア)Ｂの事例の業務については、仕様書

で総合責任者等選任届、個人情報保護に関する

規定及び事故対応マニュアルを契約締結後10日

以内に提出することを求めているが、いずれも

提出されていなかった。 

  当該業務は、職員の個人情報を取扱うことか

ら、仕様書で検査機関の資格等のひとつとして

「個人情報保護の規定を保有し、順守している

こと。」と定めているほか、注意事項として「電

子計算機処理に係るデータ保護管理規定や神戸

市情報セキュリティポリシー等に基づき、個人

情報を適切に取扱うこと。」と定めている。 

（職員課） 

 必要な書類を提出させ、仕様書で定めている

個人情報の適切な取扱いが確保されるか確認を

行ったうえで情報を提供するべきである。 

（イ） 

上記（ア）Ｂの事案では、実査の後、

業務請負先から仕様書で定めた書類を

取り寄せた。事後ではあるが、情報セキ

ュリティ上の支障はないものと判断し

ている。 

 今後、同様の業務を実施する際は、必

要な文書を提出させ、内容を審査して

情報セキュリティ上の支障がないと判

断し得る場合に限り、個人情報を提供

するべき旨を所属内で周知した。 

（職員課） 

措置済 

カ 行政財産目的外使用許可における経費の負

担を求めるべきもの 

 車両工場建物内におけるカップ式飲料用自動

販売機の設置に係る行政財産目的外使用許可を

 指摘を受け、令和４年度からは電気

料金に加え、水道料金を徴収すること

措置済 
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指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

行っており、許可条項第 11 条（経費の負担）で

「使用者は、使用財産の維持・保存のため通常必

要とする経費のほか、使用財産に附帯する電話・

電気・ガス及び水道等の諸設備の使用に必要な経

費または別に算定した額を負担しなければなら

ない。」と定めているが、電気使用料の負担は求め

ていたものの、水道使用料については負担を求め

ていなかった。       （市バス車両課） 

 過去の使用状況に応じた負担を請求するとと

もに、今後も設備の使用に必要な経費の負担を求

めるべきである。  

とした。 

また、過去分については、相手方との

間で協議し、徴収漏れしていた金額を

支払ってもらうことで合意したため、

時効が到来していない部分について一

括請求することとした。 

その結果、水道料金 892 円について、

令和４年５月 20 日に納付があった。 

（市バス車両課） 

(5) その他の事務 

ア 審査請求の教示を適正に行うべきもの 

行政財産目的外使用許可書に記載するべき審

査請求の教示について、行政不服審査法の改正が

反映されておらず、審査請求の教示を行うべきも

のに誤って異議申立てをできるとし、不服申立て

をすることができる期間も3か月とするべきとこ

ろ 60日とする教示を行っている事例があった。 

不服申立てをするべき行政庁等の教示につい

ては行政不服審査法第 82 条に定められており、

審査請求ができる処分をする場合には、審査請求

ができる旨及び期間を書面で教示しなければな

らないこととされている。  

（市バス車両課、地下鉄運輸サービス課、 

駅務統括所） 

処分の相手方の権利利益の救済を得る機会を

十分に確保するため、適正に教示するべきであ

る。  

行財政局が掲示する参考様式を基に

作成した行政財産の使用許可書のひな

型等を３月17日付で局内各所属に周知

した。 

 該当所属を含め、行政処分にあたっ

ては、関係法令の動向を注視するなど、

今後、十分に留意する。 

（経営企画課） 

措置済 

(6) 内部統制体制を再構築のうえ、事務処理の適

正化、及びチェック機能のさらなる向上に取り組

むこと 

当年度の財務定期監査において多数の指摘事

項として挙げた事例の中には、支出負担行為や長

期継続契約についてなど、そもそもルールが整備

されていないものがあり、それらについては早急

に策定するべきである。それ以外についても、一

交通局では、安全運行の確保と経営

改善に全力で取り組んでいるところだ

が、その一方で、一つひとつの実務を適

正に執行できているのかという面で

は、十分に目を配れていなかった。 

措置方針 
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指摘の概要 措 置 内 容 措置状況 

つひとつを見れば、単純な事務処理ミスに起因す

るものや、法令や規則、マニュアルの基礎的な不

知によると思われる事項が多い。 

 今回の指摘事項を踏まえ、財務事務に関する内

部統制体制を総点検のうえ再構築するとともに

指摘事項に対する改善策を明確にし、対応するこ

とを求める。その後の事務処理についても自主的

に点検を行うなど、事務処理の再確認に努めると

ともに、職員が必要な知識を習得するための対策

を講じ、事務処理機能の向上、底上げを図るべき

である。 

「神戸市営交通事業 経営計画 2025」におい

て、「市民の足の確保」など公営の意義 ･ 役割を

発揮するとともに、持続可能な経営基盤の確立に

向けて取り組む中で、事務処理ミスや不適正処理

の積み重ねは、財政的損失や信用失墜に繋がりか

ねない深刻な問題であるため、局をあげて改善に

取り組むべきである。 

このため、令和４年度当初の局内課

長級以上の職員が出席する会議におい

て、適正な事務執行に向け、率先して取

り組むよう意識改善を求めた。 

また、令和４年３月１日付で「神戸市

交通局長期継続契約を締結することが

できる契約に関する要綱」を新たに制

定するとともに、同日付交経第 1757 号

で経営企画課長通知「神戸市交通局長

期継続契約を締結することができる契

約に関する要綱の制定および長期継続

契約の事務処理について」を発したり、

既存のルールをより簡明な表現で説明

しなおす資料の作成と周知、既存書式

の簡素化など、実務担当者の負担軽減

に努めている。 

今後、実務担当者の事務処理に関す

る知識、スキル向上を図るため、今回指

摘された事項にかかわらず、基礎的な

研修を制度として開始する予定であ

る。 

市民の信頼を損ねる事態を招くこと

がないよう、局をあげて適正な事務執

行に取り組む。   （経営企画課） 

○ 意 見 

(1) 業務乗車証の管理について 

交通局では、局職員及び事業上必要と認める者

が、その業務に関して神戸市営交通機関を利用す

る場合に使用する業務乗車証を発行しており、そ

の発行や取扱いについて、交通局業務乗車証発行

規程（以下「発行規程」という。）や「業務乗車証

の取扱いについて」（以下「取扱いについて」とい

う。）に基づき運用している。 

各所属では、おおむね「発行規程」や「取扱い

について」に基づいた管理をしているが、「取扱い

について」では、使用簿の作成、記入については

定められているものの、管理簿の作成については

定めていないため、多くの所属で管理簿を作成し

業務乗車証については、必要とする

業務が終了した後はすみやかに返却さ

せるよう再度徹底し、今回の監査を契

機として、受払整理簿の作成とこれに

基づく在庫管理の取扱いに改めること

とした。 

また、今年度のカードの更新に合わ

せて取扱い方針を改正し、局内各所属

に周知徹底した。 （経営企画課） 

措置済 
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ていなかった。 

現金取扱事務の手引（公金編）では、「郵便切手

類とは、物品会計規則第 3条第 4号に定めるもの

で、「郵便切手、収入証紙、乗車券その他これらに

類するもの」を指します。「これらに類するもの」

には、郵便はがき、レターパック、収入印紙、乗

車券、タクシーチケット、プリペイドカード、Ｉ

Ｃカード、ＥＴＣカード、有料道路通行券、各種

金券類が含まれます。」としたうえで、「郵便切手

類は、金銭的価値を有していること等により、盗

難や不正使用のリスクが高いことから、金庫等

（金庫又は施錠可能な保管場所）に保管したうえ

で、異動の記録と定期的な点検を行うことで、事

故の発生を防止し、万一事故が発生した場合で

も、発生時点や原因を容易に把握できるようにし

ておく必要があります。ついては、下記の各項目

に基づいて取扱ってください。」とされ、適正な保

管、適正な在庫の確保、適正な交付、管理簿の作

成が求められている。 

業務乗車証については、使用して無くなるもの

ではなく、使用の度に貸し出し、返却する性質の

ものであるが、同様の性質であるＩＣカード（Ｉ

ＣＯＣＡ）及びＥＴＣカードについてはそれぞれ

個別の取扱いが定められ、いずれもカードを受け

入れた時点で管理簿を作成し物品管理者の決裁

を得ること、使用者は使用簿に記入すること等の

管理手順が示されている。 

 適正な管理水準を確保するため、「発行規程」ま

たは「取扱いについて」において管理簿の作成に

ついても規定し、遵守するよう周知されたい。 

  （経営企画課） 
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